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喜　多　方　市　男　女　共　同　参　画　実　施　計　画

平成20年度～2４年度　進捗状況

総合政策部企画政策課



基本計画体系 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

《基本目標》 《施策の指針》 《ページ》

２　様々な学習機会をとおしての男女平等の意識づくり

(1)   家庭における男女平等の意識づくりの支援

(2)   学校における男女平等の意識づくりの浸透

(3)   生涯学習における男女平等の普及・啓発

《基本施策》

１　社会制度・慣行の見直し

(1)   男女共同参画の意識づくり

(2)   男女共同参画社会づくり表彰

(3)　男女共同参画の実態の把握

３　男女の人権が守られる社会の形成

(1)   人権侵害の防止のための啓発活動

(2)   法や権利を知るための広報・啓発活動

(3)   介護支援の促進

２　多様な働き方を実現するためのしくみづくり

(1)   雇用における募集・採用、配置・昇進の機会均等の推進

(2)   労働における環境条件の整備促進

(3)   働くための意識づくり能力開発への支援

(4)   農林、自営業等に従事する女性の就業環境の改善への支援

(5)   パートタイム労働者の労働条件の改善

(6)   観光分野における男女共同参画の促進

１　男女がともに仕事と家庭を担うことのできる環境整備 (2)   子育て支援の促進

３　地域における男女共同参画の推進

(1)   地域活動における共同参画の理解促進

(2)   ボランティア活動の推進

(3)   人と自然に配慮した環境づくりの推進

(1)   男女がともに担う家事・育児・介護の促進

１　様々な意思決定過程への男女共同参画の拡大

(1)   行政の審議会等における女性委員の参画推進

(2)   事業所等における意思決定過程への男女共同参画の拡大

(3)   女性の管理職への適正な登用の促進

(4)   市政への関心を高めるための広報活動

p.26

(2)   「高齢者の生涯現役」を支援する体制の充実

(3)   母性の保護と母子保健事業の推進

●目標Ⅰ
　　男女(わたしたち)は、ともにめざします
　　　～豊かなこころ～～

●目標Ⅱ
　　男女(わたしたち)は、ともに築きます
　　　～いきいきとした家庭・職場・地域～

●目標Ⅲ
　　男女(わたしたち)は、ともに参加します
　　　～対等な立場で担う社会～

●目標Ⅳ
　　男女(わたしたち)は、ともに支え合います
　　　～安心なくらし～

２　すべての人が安心して暮らせる社会の実現

(1)   障がいのある人の生活安定と社会参加の支援

(2)   ひとり親家庭の生活の充実への支援

(3)   障がいのある人・高齢者の視点が生きるまちづくりの推進

１　生涯にわたっての健康な心とからだづくり

(1)   健康な心とからだづくりのための相談・指導体制の充実

４　国際的視野の拡大と交流の推進

(1)   平和への貢献と国際理解の推進

(2)   環境保全への積極的な参加促進

３　男女間の暴力の根絶

(2）  被害者の保護や自立支援の促進

２　女性のエンパワーメントの推進と自立促進

(1)   能力の開発・向上に向けた取り組みの支援

(2)   女性の就業支援、人材育成

(1）  相談体制の充実
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p.1～2

p.3～5

p.7～9

p.14～15
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資料１

施策の指針　１　社会制度・慣行の見直し

基本施策 施策 担当課

②情報の提供

(2)男女共同参画社会づく
り表彰

①男女共同参画社
会づくり功労者表
彰

①市における意識
調査の実施

②意識調査等の情
報収集

　 　

20 21 22 23 24

340 360

380

(再：喜多方プラ
ザ等大規模施設
以外の場合200)

400

(再：喜多方プラ
ザ等大規模施設
以外の場合200)

420

(再：喜多方プラザ
等大規模施設以外

の場合200)

200
630

(180:450）
300

(50:250)
200

(50:150)
200

(65:135)

59% 175% 150% 100% 100%

企画政策課

各総合支所住民課

広報きたかたによる定期的な情報提供
やチラシ・パンフレット等によるタイ
ムリーな情報提供を行う。加えてH20
からは、市ホームページに男女共同参
画のコーナーを開設し、男女共同参画
に関する各課情報やイベント、講演会
等の情報を収集し広く市民に情報提供
する。

喜多方市男女共同参画社会づくり表彰
制度を設け、功績のあった個人・事業
所を表彰する。

年度毎の達成率

目標Ⅰ　男女は
わたしたち

、ともにめざします　～豊かなこころ～

事業内容

(1)男女共同参画の意識づ
くり

男女共同参画の意識啓発のため、男女
共同参画推進に資する事業に対し、補
助金を交付する。また、活動団体を育
成し地域における男女共同参画を推進
する。

a
男女共同参画に関する情報の提供

事業名

①啓発、広報活動
の促進

指標１
a
男女共同参画推進関連事業

b
男女共同参画推進員の養成

c
意識啓発事業

地域や家庭において意識啓発を行い、
男女共同参画の推進を図るため推進員
を養成する。

関係団体と連携し、男女共同参画の意
識の浸透を図る。

a
男女共同参画社会づくり功労者表
彰

a
男女共同参画に関する市民意識調
査

a
男女共同参画に関する意識調査等
の情報収集

男女共同参画基本計画の策定及び今後
の施策展開の基礎資料とするため、平
成19年6月に市民意識調査と事業所ア
ンケートを実施した。
調査結果概要をホームページに公表
し、本市の現状を広く周知する。

男女共同参画に関する調査結果を収集
し、情報を提供する。
・ＨＰ男女共同参画コーナー

喜多方市男女共生のつど
い参加者数

喜多方市男女共生
のつどいに参加し
た人数（人）

指標名 指標の説明

(3)男女共同参画の実態の
把握

下段：実施値（男性：女性）
上段：目標値（再：再設定値）

①広報
・喜多方市男女共同参画社会づくり功労者の募集・表彰式開催報告
・きたかた男女共生サポーター養成講座の受講生募集
・喜多方市男女共生のつどい開催のお知らせ・報告
②チラシ・パンフレット
・内閣府や男女共生センターからの配布物をきたかた男女共生サ
ポーター等へ配布
③市ホームページ（男女共同参画コーナー）
・サポーター養成講座受講生募集・開催報告
・喜多方市男女共生のつどい開催のお知らせ
・内閣府や県男女共生センターからの講座情報等を掲載

・H20年度より市ホームページに男女共同参画コーナーを開設し、市広報への掲
載やチラシ、パンフレットの配布と併せて、情報を提供する手段の拡大が図ら
れた。

・計画期間を通して、個人6人、4事業所を表彰した。
※受賞者数
（個人）Ｈ20年度：1人、Ｈ21年度：2人、Ｈ22年度：2人、Ｈ23年度：応募な
し、Ｈ24年度：1人
 (事業所）Ｈ20年度：1事業所、Ｈ21年度：1事業所、Ｈ22年度：1事業所、Ｈ23
年度：応募なし、Ｈ24年度：1事業所

・H23年度に実施した。その結果を市ホームページ上で公表し、市の男女共同参
画の現状について周知が図られた。

※市民意識調査　対象：市内20歳以上の男女1,200人　　回収率：38.4％
　事業所アンケート　対象：91事業所（従業員30人以上）　回収率：50.5％

・H20年度より市ホームページに男女共同参画コーナーを開設し、関係する機関
が行う男女共同参画に関する意識調査等の情報収集ができるよう設定した。

2月21日表彰式実施
①個人部門
　　・1人の応募に対し、1人を表彰
②事業所・団体部門
　　・１事業所の応募に対し、1事業所を表彰

H24年度は実施しなかった。
各調査結果を第2次基本計画策定のための資料とした。

市ホームぺージの、男女共同参画コーナーから関係機関の調査結果
が閲覧できるようにした。
・リンク先
　内閣府男女共同参画局
　福島県男女共生センター
　福島県男女共同参画ホームページ

進捗状況

・H20年度を除き目標値に達した。毎年200人以上の市民の参加があり、意識啓
発が図られている。
※参加者数
　Ｈ20年度：200人、Ｈ21年度：630人、Ｈ22年度：300人、Ｈ23年度：200人、
Ｈ24年度：200人

・計画期間を通して講座を開催したが、参加者は年々減少傾向にある。
※講座数（延べ参加人数）
　Ｈ20年度：4回（240人）、Ｈ21年度：5回（136人）、Ｈ22年度：3回（44
人）、Ｈ23年度：3回（41人）、Ｈ24年度：3回（64人）
※サポーター登録延べ人数　40人

・再掲

１.喜多方市男女共生のつどい実行委員会に対し事業費補助金を交
付

２.第8回喜多方市男女共生のつどい
○2/9、喜多方プラザ小ホールで開催、200人参加
○テーマ:男(ひと)と女(ひと) フェアなまち・きたかたから世界へ
○内容
①喜多方市男女共生のつどい実行委員会の活動報告
つどい実行委員会相談役　山﨑信子氏
②講演「21世紀を生きる日本人」
講演者　会津藩校　宗像　精氏
③質疑応答

男女共同参画推進員養成講座を3回開催し、延べ64人の参加があっ
た。
①2/13 男女共同参画基礎講座「男女共同参画による地域づくり」
14人(男性3人、女性11人）
②2/20 講義「新島八重の生き方」27人（男性7人、女性20人）
③2/27 地域で活躍する女性の事例発表「交通安全母の会を通して
の地域づくり」23人（男性6人、女性17人）

喜多方市男女共生のつどい実行委員会との共催による第8回喜多方
市男女共生のつどい、きたかた男女共生サポーターの連携によるき
たかた男女共生サポーター養成講座を開催した。

【参考】平成24年度取組内容

指標１ 

1



資料１

進捗状況
（H24年度）

総　括
（H20～24年度）

　男女共同参画の意識啓発のため、「喜多方市男女共生のつどい」を開催した。200人の参加があり、目標値に達した。
　「男女共同参画推進員養成講座」を3回実施し、昨年より多い延べ64人の参加があった。
　市広報や市ホームページなどの媒体を利用した広報活動を実施するとともに、男女共同参画社会推進のため「喜多方市男女共生のつどい」実行委員会に対し補助金を交付した。
　「男女共同参画社会づくり功労者表彰」では個人部門において１人、事業所・団体部門において１事業所を表彰した。以上のように、社会制度・慣行の見直しへつながる男女共同参
画社会に対する市民の意識向上のための取組を行った。

　「喜多方市男女共生のつどい」については、H20年度を除き目標値に達した。また、毎年200人以上の市民の参加があり、意識啓発が図られている。　「男女共同参画推進員養成講
座」については、計画期間を通して講座を開催したが、情報の周知不足や講座内容等のマンネリ化などから、参加者は年々減少傾向にあり、内容について見直しを図ることとする。
　「男女共同参画社会づくり功労者表彰」については、計画期間を通して、個人6人及び4事業所を表彰し、男女共同参画の意識の高揚に一定の効果があった。
　その他、市の広報・ホームページを活用し、男女共同参画に係る幅広い広報活動を行った。
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資料１

施策の指針　２　様々な学習機会をとおしての男女平等の意識づくり

基本施策 施策 担当課

保健課

生涯学習課
(中央公民館)
(各総合支所教育課)

②相談体制の充実 企画政策課

各総合支所住民課

(2)学校における男
女平等の意識づく
りの浸透

①個の尊重を推進する教
育の充実

②性に関する教育の充実

c
性に関する相談への対応

企画政策課

各総合支所住民課

・スクールカウンセラーを配置し、児童生徒等の悩みに対応
した指導を実施した。H20年度の配置箇所は中学校4校（喜一
中、喜二中、喜三中及び塩川中）であったが、H22年度には全
中学校へ、H24年度には新たに喜一小、喜二小及び塩川小を加
え、配置箇所を増やした。

※スクールカウンセラー配置状況
　Ｈ20・21年度：4中学校、Ｈ22・23年度：7中学校(全中学
校）、H24年度：全中学校及び3小学校

全中学校及び第一小には、県のスクールカウンセラーを配
置。第二小、塩川小の2校には、市の予算でスクールカウン
セラーを配置した。

「食」を通じた健康づくりを学び、性別や年齢にとらわれ
ずに誰でも気軽に参加でき、楽しみながら食事づくりがで
きる料理教室とする。調理器具の使い方や調理の基礎、郷
土の食文化を学び、地元食材をとり入れた料理を作りなが
ら、参加者が自身の食行動や食をとり巻く環境について正
しい情報が選択できる力を身につける場にする。

市内幼稚園や小中学校を拠点とした家庭教育学級の活動を
通じて家庭における男女共同参画意識の浸透を図る。

学校における様々な教育活動の中で、男女がともに活動す
ることを通して、お互いに対等な立場で理解し合い、協力
して行動することの良さや大切さに気づかせ、行動できる
ようにする。
文部科学省の示す学習指導要領に基づき、中学校における
家庭科・技術科の男女混合による授業を実施する。
（平成4年度から実施）

b
思春期における性教育の充実

思春期における性に関する指導や薬物乱用防止に関する指
導等の充実を図り、発達段階に応じた適切な性教育を 実施
し、性に対する正しい知識の理解を促進するとともに、保
護者に対して性教育の必要性について理解を促進する。

a
男女混合による教育活動

児童生徒の性に関する様々な悩み事などの相談について、
県及び市が単独で中学校及びこれまで未配置となっていた
地区に配置するスクールカウンセラーや養護教諭等により
対応する。

目標Ⅰ　男女は
わたしたち

、ともにめざします　～豊かなこころ～

事業名 事業内容

a
意識啓発事業

《再掲》　Ⅰ-1-（１）-①-ｃ(1)家庭における男
女平等の意識づく
りの支援

①家庭における男女平等
の意識づくり

a
相談窓口の周知

指標２
a
小・中学校における性教育の充実

指標１
c
みんなの台所(料理教室)

※24年度はみんなでごはん1・2・3！と事業名を
変更。

d
家庭教育学級事業

b
男女共同参画に関する情報の提供

男女が共に生きるうえでの諸問題で困ったときの相談窓口
を広報きたかた及びホームページに掲載し周知を図る。

進捗状況

《再掲》　Ⅰ-1-（１）-②-a

地域学校保健委員会の設立を促進し、小・中学校における
性に関する指導や薬物乱用防止に関する指導等の充実を図
り、発達段階に応じた適切な性教育を実施し、性に対する
正しい知識の理解を促進するとともに、保護者に対して性
教育の必要性について理解を促進する。

・再掲

・再掲

・H20・21年度は目標値を達成し順調に進捗した。H22年度以
降は、参加者が減少し、H23年度に開催時間を変更するなど参
加者が参加しやすい環境にするなど工夫したが、参加人数の
増加にはつながらなかった。H24年度は参加者がおらず中止に
なった回があったため、開催回数及び人数が減少した。

※開催回数（延べ参加人数）
　Ｈ20年度：8回（113人）、Ｈ21年度：9回（219人）、Ｈ22
年度：8回（107人）、Ｈ23年度：8回（53人）、Ｈ24年度：5
回（53人）

・参加者は増加傾向にある。特に、H24年度においては講座数
が増加したことにより、延べ人数で2,300人を超える方が参加
した。また、母親の参加が多い中父親の参加もあり、順調に
進捗している。

※延べ参加人数
　Ｈ20年度：1,444人、Ｈ21年度：929人、Ｈ22年度：1,105
人、Ｈ23年度：1,106人、Ｈ24年度：2,351人

・計画期間を通して、市及び国や県の相談窓口を紹介する
コーナーを市ホームページ上に開設し、周知を図った。

学校教育課・計画期間を通して、学級活動等において、男女の心や体の
発達の違い、男女協力等についての指導や実践を行った。ま
た、市内全中学校で技術・家庭科の男女混合学習を実施し
た。

・学校保健委員会を設置し、保健指導等を実施した。H23年度
より市内全中学校区で学校保健委員会を設置するとともに、
中学校区保健委員会連絡協議会を新たに組織し、小･中学校に
おける共通した保健指導を実施した。

※学校保健委員会設置数
　Ｈ20年度：5校区、Ｈ21・Ｈ22年度：6校区、H23・24年度：
7校区(全中学校区）

・計画期間を通して小・中学校において、体や心の発達，喫
煙防止、薬物乱用防止等の指導を実施した。また、ＰＴＡ教
養講座等の機会に保護者への啓発活動を実施した。

【参考】平成24年度取組内容

再掲　Ⅰ-1-（１）-①-ｃ

再掲　Ⅰ-1-（１）-②-a

みんなでごはん1・2・3！
8月～2月 計5回実施。
・参加者延べ53人、うち4人が男性。

公民館を実施会場とするだけでなく、幼稚園や小中学校にお
いて保護者が集まる機会を活用し、保護者、園児、児童生徒
等を対象に家庭教育学級を実施した。保護者対象の学級には
母親の参加が多い中父親の参加もあり、家庭での男女共同参
画意識が高まっている。
・実施学級数等　12館、29学級、合計141回
・延べ参加者延数　2,351人（男591人、女1,938人）

ホームページに「男女共生のための相談窓口」を掲載

学級活動及び道徳の時間、保健指導等において、男女の心や
体の発達の違い、男女協力等について指導し、授業の中では
勿論のこと、委員会活動・学校行事等を実践の場として取り
組んだ。また，中学校技術・家庭科においては男女混合によ
る学習を市内全中学校で実施した。

平成23年度よりすべての中学校区で学校保健委員会が設置さ
れ、さらに中学校区保健委員会連絡協議会を運営し指導内容
の充実を図り、学区内の小・中学校において共通した保健指
導等を実施した。

小学校における保健指導及び中学校における保健体育の授業
において、体や心の発達、喫煙防止、薬物乱用防止等の指導
を実施。また、ＰＴＡ教養講座等の機会に保護者への啓発活
動を実施した。
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資料１
基本施策 施策 担当課

保健課
各総合支所住民課

③教職員及び保育士の研
修の充実

④性別にとらわれない個
性と能力を活かす進路指
導

企画政策課
各総合支所住民課

企画政策課
各総合支所住民課

②文化活動の機会の提供

文化課

③生涯をとおしての学習
機会の充実

生涯学習課

　

20 21 22 23 24

130 140 140

(再220) (再220) (再220)

113 219 107 53 53

（7:106） (14:205）  (14:93） (10:43) 　（4：49）

103% 183% 49% 24% 24%

4 6 7 7 7

5 6 6 7 7

125% 100% 86% 100% 100%

130 135 140 145 150

139 128 192 150 124

(97:42） (95:33） (125:67） (88:62) （69:55）

107% 95% 137% 103% 83%

学校教育課

年度毎の達成率

年度毎の達成率

120

指標２
地域学校保健委
員会の設立数

中学校区（7校区）を単
位として設置される地
域学校保健委員会の
数（校区）

(3)生涯学習におけ
る男女平等の普
及・啓発

a
意識啓発事業

指標３
a
男女共同参画に関する学習の充実

年度毎の達成率

指標３
男女共同参画に
関する生涯学習講
座の受講者数

料理教室等の男女共
同参画に関する生涯
学習講座を受講した
人数（人）

指標１
みんなの台所参
加者数

みんなの台所に参加
した延べ人数（人）

110

・生命及び心身の健康の大切等を考える機会を与えるため、
産婦人科医等の講話を実施した。H20～22年度は市内の高校5
校で生徒を対象に、H23・24年度は市内の中学校7校で生徒及
び保護者を対象に実施した。
※受講人数
　H20年度：945人、H21年度：751人、H22年度：699人、H23年
度：860人（生徒：490人、保護者：370人）、H24年度：738人
（生徒229人、保護者509人）

・毎年度継続して実施し、教職員の識見の向上と男女共同参
画に対する意識の高揚が図られた。

・計画期間を通して、市内全中学校及び全小学校で実施し、
キャリア教育の充実が図られた。

市内の中学校7校の生徒及び保護者を対象に正しい性の情報
や知識を持ち、それらを上手に活用できるように思春期に関
する正しい知識の普及及び啓発を図るため産婦人科医の講話
を実施
（延べ生徒数229人）
（延べ保護者数　509人）

幼稚園研修会・教育講演会等を通して、教職員の識見を高
め、質の向上、意識の高揚を図った。
○教育講演会…H25.12.1開催
参加人数:201人
内容：子ども達の「生きる力」を育む体験活動に着目して、
体験活動への理解を深めるための発表や講演を実施

市内全中学校で職場体験を実施するとともに、全小学校にお
いても職場見学やクラブ活動の時間等を利用して社会人を招
聘した授業（地域参加型学校づくり）を実施し、幅広く職業
を選択する能力を養うキャリア教育の充実に努めた。

【参考】平成24年度取組内容 進捗状況

　指標名 指標の説明

① 男女平等に関する学
習機会の充実

【指標の進捗状況】

a
文化活動への支援

音楽や絵画教室など、文化活動の場は性別に関わりなく共
通の価値観を持った人々が対等に自己実現を図ることが出
来るため、文化活動の機会の提供を通して男女共同参画の
一層の促進を図る。

b
男女共同参画に関する情報の提供

《再掲》　Ⅰ-1-（１）-②-a

・再掲

・再掲

・計画期間を通して、市内各所で男女共同参画のもと文化活
動が展開された。

・計画期間を通して、男女共同参画に関する生涯学習講座を
実施した。延べ参加人数は、H21･24年度以外は目標値を達成
したがＨ22年度以降減少傾向にある。

※講座数（延べ参加人数）
　Ｈ20年度：3講座（139人）、Ｈ21年度：3講座（128人）、
Ｈ22年度：3講座（192人）、Ｈ23年度：3講座（150人）、Ｈ
24年度：3講座（124人）

再掲　Ⅰ-1-（１）-①-ｃ

再掲　Ⅰ-1-（１）-②-a

喜多方市民文化祭等において市内各所で男女共同参画のもと
文化活動が展開された。
また、活動事業費を補助している喜多方市文化協会では女性
が役員として参加しており、男女共同参画の一層の促進が図
られている。

・父来(トライ)倶楽部　（関柴公民館)
　お父さんを対象に色々な体験学習等を企画・実施。
　実施回数　7回　延べ参加人数　男性 61人 女性 0人

・きらめきサークル　（熊倉公民館)
　実施回数　5回　延べ参加人数　男性 0人 女性 55人

・お父さんの厨房　（豊川公民館）
　お父さんを対象に料理教室を実施。
　実施回数　1回   延べ参加人数　男性 8人 女性 0人

各種生涯学習事業の中で、男女共同参画社会の実現に向け
た学習の場を提供する。

《再掲》　Ⅰ-1-（１）-①-ｃ

a
進路指導の充実

各小・中学校において、各種体験活動等の実施など工夫を
凝らした学習プログラムを展開し、男女の別なく幅広い職
業選択ができるよう、目的意識を育てる進路指導を行う。

思春期の性に関する様々な悩み事などの相談を受ける。

a
教職員の研修機会の充実

各種研修会への参加を促進するとともに、市内教職員を対
象とした研修等の内容の充実を図り、教職員の男女共同参
画に関する指導能力の向上を図る。

事業名 事業内容

下段：実施値（男性：女性）

上段：目標値（再：再設定値）

指標１
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資料１
進捗状況
（H24年度）

総　括
（H20～24年
度）

　男女平等の意識づくりを含めた事業として、「みんなでごはん1･2･3！（料理教室）」や「父来（トライ）倶楽部」、「きらめきサークル」、「お父さん！厨房ですよ」を開
催し、学習機会の充実に努めた。
　家庭教育学級事業については、延べ参加人数が2,300人を超えるとともに、母親の参加が多いなか父親の参加もあったことから、男女共同参画に対する意識の高揚が感じられ
る。
　学校においては、H23年度に引き続き、すべての中学校に学校保健委員会を設置するとともに、中学校区保健委員会連絡協議会を通じて共通した保健指導等を実施した。
　スクールカウンセラーについては、すべての中学校に配置するとともに、今年度新たに小学校３校（喜一小、喜二小、塩川小）に配置し、児童生徒の相談体制の拡充を図っ
た。
　すべての中学校で生徒・保護者を対象にした産婦人科医による講話を実施することにより、正しい性に関する知識の普及及び啓発を図った。その他、授業や行事等で男女の心
や体の発達の違い、男女協力等について指導するとともに教職員や保護者の研修会においても男女共同参画に対する意識の高揚を図った。

　料理教室等の講座については、年々参加人数が減少しており、目標値を達成できなかった。開催時間を変更するなど参加しやすい環境を整える工夫を行ったが、参加者数の増
加につながらなかった。今後は教室の対象者を意識し、周知や内容の工夫を図る。
　「家庭教育学級事業」では、延べ参加人数が大幅に増加するとともに、母親の参加が多いなか父親の参加もあったことから、男女共同参画に対する意識の高揚が感じられる。
　「学校保健委員会」については、H23年度より市内全中学校区で設置するとともに、中学校区保健委員会連絡協議会を組織し、小･中学校における共通した保健指導を実施し
た。
　生命及び心身の健康の大切さ等を考える機会を与えるため、産婦人科医等の講話をH20～22年度は市内の高校5校で、H23・24年度は市内の中学校7校で実施した。
　その他、授業や行事等で男女の心や体の発達の違い、男女協力等について指導するとともに、教職員や保護者の研修会においても男女共同参画に対する意識の高揚を図った。

指標１
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資料１

施策の指針　３　男女の人権が守られる社会の形成

基本施策 施策 担当課

企画政策課

各総合支所住民課

生活環境課

各総合支所住民課

企画政策課
(関係各課)

各総合支所住民課
(関係各課)

生活環境課

各総合支所住民課

　

20 21 22 23 24

2 2
3

(再27)
3

(再28)
4

(再30)

21 26 26 30 21

1050% 1300% 96% 107% 70%

進捗状況
（H24年度）

総　括
（H20～24年度）

(2)法や権利を知るための
広報・啓発活動

①法や権利に関する情報の提
供

指標の説明

市民生活や人権を守っている様々な法や制度
に関する情報を各課から収集しホームページ
等で情報提供を行う。

・計画期間を通して国や県の人権や法律についての
相談窓口を市ホームページに掲載し、周知を図っ
た。

a
法や人権に関する情報の収集・提供

再掲

目標Ⅰ　男女は
わたしたち

、ともにめざします　～豊かなこころ～

事業名 事業内容 進捗状況

a
男女共同参画に関する情報の提供

《再掲》　Ⅰ-1-（１）-②-a 再掲(1)人権尊重のための活動
の推進

①人権尊重のための活動の推
進

指標
b
人権啓発活動

市内人権擁護委員による啓発活動 ・計画期間を通して定期的に人権相談会を実施する
とともに、市内小学校や児童館等において人権教室
を開催し、意識啓発を図った。H23年度まではほぼ目
標を達成したが、H24年度は目標値に達しなかった。

※人権相談会及び人権教室の開催数

（人権相談会）　Ｈ20年度：22回、Ｈ21年度：22
回、Ｈ22年度：12回、Ｈ23年度：11回、Ｈ24年度：
21回

（人権教室）Ｈ20年度：21回、Ｈ21年度：26回、Ｈ
22年度：26回、Ｈ23年度：30回、Ｈ24年度：21回

再掲　Ⅰ-1-（１）-②-a

①　毎月広報に相談日を掲載し、定期的に人権
相談会を実施した。
・実施回数　21回
・相談件数　9件

②　市内小学校、児童館及び児童クラブで計21
回人権教室を開催した。

【参考】平成24年度取組内容

b
人権啓発活動

《再掲》　Ⅰ-3-（１）-①-ｂ

人権や法律について、主に相談窓口を市ホーム
ページに掲載
例：福島地方法務局（女性の人権ホットライ
ン）
　　福島労働局雇用均等室（職場内におけるセ
クハラや男女均等、母性健康や育児・介護休業
等に関する相談）

再掲　Ⅰ-3-（１）-①-ｂ

下段：実施値
上段：目標値（再：再設定値）

【指標の進捗状況】

年度毎の達成率

小学生を対象とした人権教室
の開催回数

若松人権擁護委員協議会喜多
方方部会が市内小学校、児童
クラブを対象にいじめなどに
ついて話し合う人権教室を開
催した回数（回）

　指標名

　小学生を対象にした「人権教室」については、21回開催した。昨年度より開催数は減少したものの、小学校等のニーズに合った教室の開催となった。
　その他、市広報や市ホームページなどの広報媒体を通して人権尊重に関する情報提供を行い、男女の人権が守られる社会の形成に努めた。

　計画期間を通して定期的に人権相談会を実施するとともに、市内小学校や児童館等において人権教室を開催し、意識啓発を図った。人権教室について
は、H24年度に開催回数が減少したものの、ほぼ目標を達成し、小学校等のニーズにあった教室の開催となった。
　その他、計画期間を通して国や県の人権や法律についての相談窓口を市ホームページに掲載し、周知を図った。
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資料１

施策の指針　１　男女がともに仕事と家庭を担うことのできる環境整備

基本施策 施策 担当課

①家事・育児・介護の男性参
画の促進

企画政策課

各総合支所住民課

②家庭における男女共同参画
の意識づくり

保健課

商工課

各総合支所産業課

商工課
社会福祉課

各総合支所
産業課・住民課

社会福祉課
（児童館・児童クラブ
館)

各総合支所住民課

・H22・23年度に実施し、次代の社会を担う子どもの健やかな
育ちを支援した。

※延べ支給人数
　H22年度：61,575人、H23年度：72,559人

児童を養育する方に児童手当（旧子ども手当を含
む。）を支給
・支給対象延べ児童数　70,449人
・支給額　791,777,000円
※3歳未満は月額15,000円、3歳以上小学校修了前
の第1子と第2子は10,000円、第3子以降は15,000
円、中学生は10,000円

交流の場の提供、子育て相談・援助、子育て関連
情報の提供、子育て支援に関する講習会等の開
催、地域支援活動の実施

・地域子育て支援センター(東町のびやか保育園)において実
施し、多くの利用があった。

※延べ利用人数
　Ｈ20年度：1,300人、Ｈ21年度：1,116人、H22年度：1,062
人、H23年度：1,032人、H24年度 1,475人

f
特別保育事業
(一時預かり事業)

保護者がパートで仕事をする場合などの都合で週1
日から3日程度の保育が一定継続して必要な場合や
入院、通院や介護、育児に伴う心理的・肉体的負
担などの事情で家庭保育が一時的に困難になった
場合などに保育を行う。

・計画期間を通して、地域子育て支援センターにおいて、保
護者の保育が困難な場合の一時保育を実施した。

※延べ利用人数
（1日利用）H20年度：780人、H21年度：344人、H22年度：343
人、H23年度：758人、H24年度：1,268人
（半日利用）H20年度：161人、H21年度：130人、H22年度：
106人、H23年度：157人、H24年度：148人

c
多子世帯保育料軽減事業（県事業・Ｈ２１に見
直し）

子育てにかかる保護者の経済的な負担を軽減する
ため18歳未満の子どもを3人以上養育している方で
第3子以降が保育所に入所している場合、保育料を
助成し負担軽減を図る。

・計画期間を通して、多子世帯の保育料を助成し負担軽減を
図った。

※実績
　H20年度：50人、H21年度：52人、H22年度：46人、H23年
度：40人、H24年度：69人

d
特別保育事業
(障がい児保育)

保育に欠ける軽度・中度の心身障がいを持つ乳幼
児に、健常児とともに集団保育をすることにより
健全な情緒・社会性の成長発達を促し障がい児の
福祉の増進を図る。

・公立だけでなく私立保育所においても実施され、障がい児
の健全な情緒・社会性の成長発達を促し、福祉の増進を図っ
た。

(2)子育て支援の促進

②子育てを支援するサービス
の充実

a
児童館・放課後児童クラブ館管理運営事業

放課後留守家庭になる小学校低学年児童を対象(登
録制)に生活の場の提供、遊びやその他の活動を通
して健全な育成を図ることを目的に運用する。
児童館と併設となっている施設については利用希
望のある幼児、児童生徒3歳から18歳まで利用でき
る。

・H20年度に15小学校区に開設されていた児童クラブは、H23
年度までに全小学校区（17小学校区）に拡大された。また、
H23年度から4小学校区、H24年度には14小学校区において小学
校6年生まで受け入れることとし、児童の健全育成と保護者の
就労支援の推進を図った。

※預かり人数
　Ｈ20年度：508人、Ｈ21年度：508人、Ｈ22年度：512人、Ｈ
23年度：497人、Ｈ24年度：576人

b-1
児童手当支給事業

小学校修了(12歳到達後の最初の年度末)までの児
童を養育する人に手当を支給することにより家庭
における生活の安定と、次代を担う児童の健全な
育成及び資質の向上を図る。
・児童手当支給

・計画期間を通して、児童養育家庭の生活安定を図った。
（H22・23年度は子ども手当制度が本手当を包括）

※延べ支給人数
　H20年度：約5,900人、H21年度：約5,900人、H22年度：
9,863人、H23年度：子ども手当に包括、H24年度：70,449人

b-2
子ども手当支給事業

中学校修了（15歳到達後の最初の年度末）までの
子どもを養育する人に手当を支給することによ
り、次代の社会を担う子どもの健やかな育ちを社
会全体で応援する。

e
特別保育事業
(地域子育て支援センター)

前年度に引き続き、全ての小学校区（17小学区）
において、小学１～３年生を対象に児童クラブを
開設・運営し、さらに、14小学校区においては、
小学６年生まで受入れを拡大し、576人（H25年3月
末現在）の児童を預かり、児童の健全育成と保護
者の就労支援等を図った。

再掲

①育児を支援する制度の普及
活動

a
育児・介護休業制度利用促進事業

育児・介護休業制度などの利用促進のため、広報
きたかた・パンフレット等を用い、制度の趣旨の
徹底を図る。

・計画期間を通して、パンフレットや市広報において情報提
供し、制度の普及を図った。

指標１
b
企業内保育サービス普及事業

育児期にある労働者の就業を促進するため、事業
所に対し企業内保育サービスの普及啓発を図る。

・計画期間を通して、事業所に対し企業内保育サービスの普
及啓発を図った。企業内保育所設置事業所数は、H20年度は2
事業所であったが、H21年度に新たに1事業所増加し、３事業
所となった。

※企業内保育所設置事業所数
　Ｈ20年度：2事業所、Ｈ21～24年度：3事業所

目標Ⅱ　男女は
わたしたち

、ともに築きます　～いきいきとした家庭･職場･地域

事業名 事業内容 進捗状況

(1)男女がともに担う家事･
育児･介護の促進

a
男女共同参画に関する情報提供

再掲　Ⅰ-2-（１）-①-ｃ 再掲

a
みんなの台所(料理教室)

再掲　Ⅰ-2-（１）-①-ｃ

【参考】平成24年度取組内容

再掲　Ⅰ-1-（１）-②-a

再掲　Ⅰ-2-（１）-①-ｃ

・パンフレットを本庁舎及び各総合支所入口等に
配置。本庁舎入口に、雇用・就職情報提供コー
ナーを設置し、育児・介護休業制度についてパン
フレット等を配置した。
・今後は育児・介護休業制度などの利用促進のた
め、広報きたかた等で制度の趣旨の徹底を図る。

育児期にある労働者の就業を促進するため、企業
内保育サービスの普及啓発を図った。

多子世帯の経済的支援策として、第3子以降の3歳
未満児の保育料を支払っている世帯に補助金を交
付
・対象児童数　69人
・補助額　5,479,723円

公立保育所7箇所、私立保育所2箇所において障が
い児保育を実施し、健常児とともに集団保育する
ことによって、健全な成長発達に寄与
・補助金　2,556千円
　（私立2保育所、障がい児4人）

就学前の乳幼児と保護者の方々に遊びの場、子育
て情報交換の場を提供
・平成24年度　利用児童数　1,475人
・補助金　7,400千円
　地域子育てセンター(東町のびやか保育園)

保護者の急な用件で家庭保育が一時的に困難に
なった場合の保育を実施
・利用人数　１日利用 1,268人
　　　　　　半日利用 　148人
・補助金 1,580千円(東町のびやか保育園)

社会福祉課

各総合支所住民課
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資料１
基本施策 施策 担当課事業名 事業内容 進捗状況【参考】平成24年度取組内容

社会福祉課
保健課
各総合支所住民課

社会福祉課
生涯学習課（公民館）
保健課
各総合支所住民課

③育児に関する相談体制の充
実

 
社会福祉課

各総合支所住民課

a
特別保育事業
(地域子育て支援センター)

《再掲》　Ⅱ-1-（2）-②-e 再掲《再掲》　Ⅱ-1-（2）-②-e

l
国民健康保険出産育児一時金直接支払制度

被保険者の申請手続きにおける負担の軽減や、妊
産婦が退院時に多額の出産費用を準備しなくても
すむよう、医療機関等と被保険者との合意に基づ
き、医療機関等が被保険者に代わって、支払機関
を経由して、出産育児一時金の支給申請と受け取
りを行う。

・H21年10月より実施し、被保険者の申請手続や、妊産婦の多
額の出産費用準備の負担軽減を図った。

m
保護者同士の交流機会の提供

子育て期間中の保護者（主に母親）を対象に、情
報交換や子育て、友達づくりの機会を提供する。
・情報交換や子育て、友達づくり機会の提供

・計画期間を通して、市内公民館において講座や教室を開催
し、情報交換や子育て、友達づくりの機会を提供した。

※教室等数（延べ参加人数）
　H20～22年度：3件、H23年度：3件（264人）、H24年度：4件
（379人）

中央公民館
・ハッピーママ実施回数13回
　延べ参加者数　178人
・家庭教育支援「もも」連携講座　4回実施
　延べ参加者数　90人

姥堂地区公民館
・たんぽぽマザーサークル
　実施回数5回　延べ参加者数31人

駒形地区公民館
・フレッシュママ教室
　実施回数11回　延べ参加者数80人

指標３
k
育児サークル、メーリングリスト

子育て環境が著しく変化する中で、子育てに悩み
を持つ親同士が情報交換し、問題解決にとりくみ
ながら安心して子育てができるよう支援する。

・育児サークル等の活動を通して、情報交換や問題解決に取
り組みながら子育てに取り組めるよう支援した。

※延べ参加人数
（育児サークル）H20年度：2,653人、H21年度：2,712人、H22
年度：2,799人、H23年度：2,684人、H24年度：2,732人

ｌ
国民健康保険出産育児一時金受領委任払

出産時に窓口で支払う費用負担の軽減を図るた
め、国民健康保険から支給される出産育児一時金
の受領を医療機関へ委任することを世帯主が希望
する場合、出産育児一時金を市が直接医療機関へ
支払う。

・H21年9月まで実施し、出産時に窓口で支払う費用負担の軽
減を図った。

※件数
　H20年度：35件、H21年度：15件、H22年度以降：直接支払制
度へ移行

社会福祉課
・幼児クラブ参加者 　　2,724人
保健課
・育児ｻｰｸﾙ参加者　2732人（男性30人）
・ﾒｰﾘﾝｸﾞﾘｽﾄ　　延べ10人

母子手帳交付の際、国の「出産育児一時金直接支
払制度」について周知を図るとともに、市広報等
で被保険者へ周知を図った。

j-2
子ども（小学生）医療費助成事業

子育て世代の経済的負担を軽減し、より良い子育
て環境の整備を図るため、子どもの医療費の一部
をその保護者に助成することにより、その疾病又
は負傷の治療を促進し、もって子どもの健やかな
成長に寄与する。

・H21年度より医療費を助成し、疾病又は負傷の治療の促進及
び子どもの健やかな成長への寄与を図った。

j-3
子ども（中学生）医療費助成事業

安心して子どもを生み育てることができる環境づ
くりの一環として、子どもの保護者の経済的負担
の軽減を図るため、子どもの医療費の一部を助成
する。

・H21年度より実施され、H24年度には全額助成となり、子ど
もの保護者の経済的負担の軽減を図った。

i
特別保育事業
(延長保育促進事業)

通常の保育時間を延長して保育をすることにより
保護者の就労等の便宜を供与する。

・計画期間を通して、認可私立保育所4箇所において通常の保
育時間を延長して保育をすることにより、保護者の就労等の
便宜を供与した。

j-1
乳幼児医療費助成事業

乳幼児の医療費の一部をその保護者に助成するこ
とにより、その疾病又は負傷の治療を促進し、乳
幼児の保健の向上を図る。

・疾病又は負傷の治療を促進し、乳幼児の保健の向上を図っ
た。

※助成件数
　H20年度：44,754件、H21年度：42,840件、H22年度：45,230
件、H23年度：36,711件、　H24年度：37,100件

保護者の通勤環境や就労状況に配慮し、長時間保
育を実施することにより、子育てとの両立を支援
した。
・利用延児童数　6,096人
・補助金20,612千円(私立4保育所)

平成24年度実績
・助成件数　　37,100件
・助成金額 　 63,769千円

平成24年度実績
・助成件数　　31,631件
・助成金額 　 64,374千円　　　　　　　　※平
成24年10月診療分から対象年齢を18歳（18歳に達
する年度の3月31日）まで拡大した。

平成24年度実績
・助成件数　　11件
・助成金額 　 462千円　                 ※平
成24年3月診療分までは50％助成、平成24年4月診
療分からは100％助成。

(2)子育て支援の促進

②子育てを支援するサービス
の充実

指標２
g
特別保育事業
(保育所地域活動事業)

世代間交流事業
老人施設を訪問して一緒に手遊びをしたり歌やお
遊戯を発表してお年寄りと交流する。
お年寄りを保育所に招待し昔の遊び、行事を一緒
に楽しむ。
夏祭り、芋煮会など地域の人たちと一緒に楽し
む。

・毎年度、公立保育所10箇所、私立保育所4箇所においてお年
寄りとの交流を図り、目標値を達成した。

h
特別保育事業
(乳幼児健康支援一時預かり事業)

病後児保育(乳幼児健康支援一時預かり事業)病気
回復期の満3ヶ月から小学校低学年までの子どもを
持つ保護者が仕事、病気、事故、出産、冠婚葬祭
等で保育ができないとき一時的に預かり保育す
る。

・計画期間を通して、病気の回復期で通所できない児童に対
し、地域子育て支援センターにおいて保育を実施し、保護者
の就労などを支援した。

※実績
　H20年度：50人、H21年度：49人、H22年度：36人、H23年
度：21人、H24年度：37人

地域に開かれた保育所として、老人・介護施設の
訪問や伝統行事等による世代間交流など、地域活
動事業を実施
・補助金　450千円(私立3保育所)

病気の回復期で通所できない児童に対し、保護者
の就労支援の対策として保育を実施した。
・利用児童数　37人
・補助金　6,200千円(東町のびやか保育園)

社会福祉課

各総合支所住民課

保健課
 
各総合支所住民課

保健課
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資料１
基本施策 施策 担当課事業名 事業内容 進捗状況【参考】平成24年度取組内容

①介護を支援する制度の充実 高齢福祉課

各総合支所住民課

②介護に関する相談体制の充
実

高齢福祉課

各総合支所住民課

　

20 21 22 23 24

2 3 3 4 4

2 3 3 3 3

100% 100% 100% 75% 75%

14 14 14 14 14

14 14 14 14 14

100% 100% 100% 100% 100%

1,000 1,020
1,040

(再2,700)
1,070

(再2,700)
1,100

(再2,700)

2,779
(16:2763)

2,712
(30：2682)

2,799
(57:2742)

2,684
(28:2,656)

2,732
（30:2702）

278% 266% 104% 99% 101%

進捗状況
（H24年度）

総　括
（H20～24年度）

　企業内保育サービスの普及について、前年に引き続き企業内保育所は３事業所で設置された。
　児童クラブについては、前年度に引き続き全ての小学校区（17小学区）において小学１～３年生を対象に開設・運営するとともに、14小学校区においては小学６年生ま
で受入れを拡大した。このことにより、児童の健全育成と保護者の就労支援等が図られた。
　地域に開かれた保育所として、老人・介護施設の訪問や伝統行事等による世代間交流など、地域活動事業を公立・私立の14保育所で実施し、目標値に達した。
　育児サークルについては、延べ参加人数が2,732人で前年度を超えるとともに、目標値に達した。
　その他、市広報や市ホームページなどを利用した広報活動や料理教室など家事・育児・介護への男女共同参画の意識づくりに向けた取組を行うとともに、すべての乳幼
児、児童・生徒とその保護者を対象に様々な子育て支援事業を実施した。

　「企業内保育サービス」については、企業内保育所設置事業所数は、H20年度は2事業所であったが、H21年度に新たに1事業所増加し、３事業所となった。
　「児童クラブ」については、H20年度には15小学校区に開設されていたが、H23年度までに全小学校区（17小学校区）に拡大された。また、H23年度から4小学校区、H24
年度には14小学校区において小学校6年生まで受け入れることとし、児童の健全育成と保護者の就労支援の推進を図った。
　「特別保育事業」については、計画期間を通して公立保育所10箇所、私立保育所4箇所においてお年寄りとの交流を図り、目標値に達した。
　「育児サークル」については、計画期間を通して2,600人を超える延べ参加人数があり、ほぼ目標値に達した。
　その他、市広報や市ホームページなどを利用した広報活動や料理教室など家事・育児・介護への男女共同参画の意識づくりに向けた取組を行うとともに、すべての乳幼
児、児童・生徒とその保護者を対象に様々な保育事業・助成事業等を実施し、子育て支援の促進が図られた。

保育所等に設置されている
育児サークルの参加者数

保育所、児童館、公民館に
設置される育児サークル参
加延べ人数（人）

企業内保育サービス実施事
業所数

市内事業所で企業内保育所
を設置している事業所数
(事業所)

特別保育事業実施保育所数
老人施設の訪問等の世代間
交流を行っている保育所数
（保育所）

(3)介護支援の促進 a
介護保険事業

介護者の負担を軽減するため、様々な介護保険の
サービスを利用することで、要介護者・要支援者
ができるだけ自立した生活を過ごすことができる
よう介護を社会全体で支える制度

・計画期間を通して、要支援・要介護者が介護サービスを利
用できるよう介護保険事業を運営した。

※受給件数
（居宅介護）H20年度：14,806件、H21年度：15,028件、H22年
度：15,372件、H23年度：14,563件、H24年度：16,732件
（地域密着型）H20年度：1,553件、H21年度：1,745件、H22年
度：2,038件、H23年度：2,217件、H24年度：3,054件

a
包括的支援事業

高齢者に関する様々な相談や介護、保健、医療と
の連携により、地域でできるだけ自立した生活が
できるよう支援する。

各年度の達成率

各年度の達成率

各年度の達成率

【指標の進捗状況】

　指標名 指標の説明

・計画期間を通して、高齢者に関する相談を行い、自立した
生活ができるよう支援した。

※相談件数
　H20年度：9,946件、H21年度：8,880件、H22年度：11,076
件、H23年度：8,084件、H24年度：12,190件

下段：実施値（男性：女性）

上段：目標値（再：再設定値）

要支援・要介護者が介護サービスを利用できるよ
う介護保険事業を運営した。
・居宅介護サービス受給者数　16,732件
・地域密着型サービス受給者数　3,054件

高齢者に関する相談に対応した。
・地域包括支援センターによる相談件数　12,190
件

指標１ 

指標２ 

指標３ 

指標２

指標３
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資料１

施策の指針　２　多様な働き方を実現するためのしくみづくり

基本施策 施策 担当課

①労働に関する法の遵守（主
体：雇用者）

②労働に関する制度の活用
（主体：被雇用者）

③労働条件の改善の促進

①労働環境の改善の促進

②企業内保育サービスの普及･
啓発

商工課
社会福祉課

各総合支所
産業課・住民課

③多様な就労形態への理解の
促進

(3)働くための意識づくり
能力開発への支援

①職場における男女平等の実
現

②能力開発への支援

商工課

各総合支所産業課

商工課

各総合支所産業課

(2)労働における環境条件
の整備促進

a
企業内保育サービス普及事業

《再掲》Ⅱ-1-（2）-①-b 再掲

指標１
a
在宅ワーク・再就職セミナーの開催

育児期や介護期を終え、再就職に意欲を持つ女性
を支援する。再就職に向けた技能の向上や意欲を
持たせるための講座等を開催していく。

・H20年度と比較し、開催回数及び参加者数が大きく増
加し、再就職に意欲を持つ女性等の技術向上を促進し
た。

※開催回数（延べ参加人数）
　H20年度：4回（54人）、H21年度：4回（122人）、H22
年度：3回（132人）、H23年度：8回（280人）、H24年
度：8回（218人）

a
無料労働相談事業

労働環境の改善を図るため、相談体制の充実を図
る。

・H20年度より緊急経済・雇用相談窓口を設置するとと
もに、関係機関と連携し、労働問題相談や心の相談を実
施するなど、相談事業の充実が図られた。

・信用保証料の補助制度や融資制度を設け、市広報や市
ホームページなどで情報提供をしたが、計画期間中女性
の利用はなかった。
　※男性の利用もなし。

指標２
a
新事業・起業支援事業

・H21年度に雇用・就職情報提供コーナーを設置し、育
児、介護休業制度に関するパンフレットを配置し、制度
の周知拡大を図った。

喜多方労働基準監督署、ハローワークと
共催し、制度に関する講習会等を開催す
る。
男女雇用機会均等法、労働基準法、育
児・介護休業法などの基本的な事項を定
期的に広報に掲載する。
女性の基本的な権利や制度の周知を図
り、男女平等の意識づくりを図る。

a
労働環境改善事業

雇用主が就業規則等に盛り込まなければならない
男女雇用機会均等法、労働基準法、育児・介護休
業法などの基本的な事項を定期的に広報に掲載
し、従業員が育児や介護のため各種制度を利用で
きる環境を作り、利用促進を図る。

目標Ⅱ　男女は
わたしたち

、ともに築きます　～いきいきとした家庭･職場･地域

事業名 事業内容 進捗状況

a
法令遵守促進事業

雇用主が就業規則等に盛り込まなければならない
男女雇用機会均等法、労働基準法、育児・介護休
業法などの基本的な事項を、定期的に広報に掲載
し、関係法令の遵守を促進します。

・計画期間を通して、労働関係の法律やその改正につい
て定期的に広報に掲載し、関係法令の遵守を促進した。

(1)雇用における募集・採
用、配置・昇進の機会均等
の推進

・計画期間を通して、労働関係の法律やその改正につい
て定期的に広報に掲載し、関係法令の遵守を促進した。

a
労働環境整備促進事業

男女雇用機会均等法、労働基準法、育児・介護休
業法などの基本的な事項を定期的に広報に掲載
し、喜多方労働基準監督署等と連携しながら、性
別を理由とする差別の禁止や妊娠出産後にも復職
できる環境を作る。

・計画期間を通して、定期的に広報に掲載し、相談事業
や法改正等の周知を促進した。

【参考】平成24年度取組内容

・労働相談、最低賃金等の記事を広報きたかたに掲載。
（７月号　福島労働局、改正「育児・介護休業法」全面施行の案
内）
（９月号　喜多方労働基準監督署内、総合労働相談コーナーの案
内）
（１１月号　「女性の人権ホットライン」強化週間中の電話相談の
案内）

・労働相談、最低賃金等の記事を広報きたかたに掲載。
（７月号　福島労働局、改正「育児・介護休業法」全面施行の案
内）
（９月号　喜多方労働基準監督署内、総合労働相談コーナーの案
内）
（１１月号　「女性の人権ホットライン」強化週間中の電話相談の
案内）

・労働相談、最低賃金等の記事を広報きたかたに掲載。
（７月号　福島労働局、改正「育児・介護休業法」全面施行の案
内）
（９月号　喜多方労働基準監督署内、総合労働相談コーナーの案
内）
（１１月号　「女性の人権ホットライン」強化週間中の電話相談の
案内）

・緊急経済・雇用相談窓口を設置
・市、ハローワーク喜多方、社会福祉協議会等関係機関が連携し、
雇用・労働に関する各種窓口を設け実施。労働問題相談（喜多方労
働基準監督署）、心の相談（会津保健福祉事務所「会津保健所」）
なども実施
・福島労働局総合労働相談コーナー

再掲　Ⅱ-1-（2）-①-b

在宅ワークセミナーの開催
第1回　word基礎講座　9/12、13（35人参加、内20人女性）
第2回　word応用講座　9/19、20（28人参加、内18人女性）
第3回　excel基礎講座　10/10、11（34人参加、内22人女性）
第4回　excel応用講座　10/24、25（25人参加、内15人女性）
第5回　Windows講座　11/7、8（34人参加、内22人女性）
第6回　ちらし作成講座　10/19、20（21人参加、内12人女性）
第7回　年賀はがき素材作成講座　11/21（15人参加、内11人女性）
第8回　ホームページ作成講座　1/15、16、2/12、13（26人参加、
内12人女性）

延218人参加（内女性132人）

チラシの配布による啓発を行った。
本庁舎入口に、雇用・就職情報提供コーナーを設置
し、育児・介護休業制度についてパンフレット等を配
置した。

・起業するにあたっての融資制度、信用保証料の補助
制度のPR

女性のチャレンジに対する支援を行うた
め、起業するに当たっての助成制度や支
援策を進める。

a
法令遵守促進事業

10



資料１
基本施策 施策 担当課

③男女の均等な機会と待遇の
確保など、多様な働き方を可
能とする労働・就業環境の整
備

①「農林、自営業に従事する
女性の労働」に対する理解促
進

農業委員会

各総合支所産業課

③健康管理体制の充実

(5)パートタイム労働者の
労働条件の改善

a
パートタイム労働に対する理
解の促進

a
「喜多方流おもてなし」の普
及啓発

a
観光の方針決定過程への女性
参画の拡大

　

商工課

各総合支所産業課

観光交流課

各総合支所産業課

商工課

各総合支所産業課

観光交流課

各総合支所産業課

(6)観光分野における男女
共同参画の促進

(4)農林、自営業等に従事
する女性の就業環境の改善
への支援

②農林、自営業に従事する女
性のための能力開発の支援と
学習機会の提供

a
自営業従事者就業環境改善事業

指標４
ｃ
グリーン・ツーリズムの推進

グリーン・ツーリズムに取り組む個人やグループ
に対して、男女共同参画の学習機会の提供ととも
に各地域に応じたグリーン・ツーリズムを全市的
に推進する。

・震災の影響のため、H23年度に大幅に交流人数が減少
した。H24年度にやや増加したものの回復には至ってい
ない。

※交流者数
　H20年度：12千人、H21年度：14千人、H22年度：14千
人、H23年度：4千人、H24年度：5千人

指標５
ｄ
野菜ソムリエ育成

ベジタブル＆フルーツマイスター（通称：野菜ソ
ムリエ）を育成し、喜多方の農産物をＰＲし、販
売促進につなげる。また、講演会を開催し、制度
の普及拡大、情報発信を意識した生産体制を構築
する。

・講習会・勉強会等を実施し、H20年度において1人で
あった取得者数が、H22年度には3人まで拡大し、女性の
野菜ソムリエ育成が進んだ。

※野菜ソムリエ有資格者数
　Ｈ20・21年度：1人、Ｈ22～24年度：3人

指標３
a
女性団体等組織強化推進事業

商工業に関係する女性団体の組織強化を図り、女
性同士のネットワーク作りを推進する。

・女性団体の会津喜多方商工会議所女性会、各商工会女
性会の活動支援を行ったが、女性会員数は減少傾向にあ
る。

※女性会員数
　H20年度：181人、H21年度：177人、H22年度：162人、
H23年度：162人、H24年度：152人

b
農業経営改善事業指導事業

農業普及所等の関係機関と連携し会議や研修など
の機会をとらえ家族経営協定の周知を行い、女性
の経営参画と後継者確保のための取り組みを促進
する。

・計画期間を通して、家族経営協定に係る研修・講演会
等を実施し、協定の周知を図った。

女性が果たしている役割の重要性について適正に
評価され、良好な就労環境となるよう、啓発を推
進する。

・計画期間を通して、会津喜多方商工会議所女性会及び
各商工会女性会の活動支援を行った。

a
健康増進事業

・勤労者互助会へ毎年女性が新規加入しており、労働福
祉の向上が図れている。

※新規加入者数（うち女性の人数）
　H20年度：9人（3人）、H21年度：9人（7人）、H22年
度：4人（1人）、H23年度：9人（5人）、H24年度：8人
（4人）

事業名 事業内容 進捗状況

商工業に関係する女性団体の組織を通し、健診等
の積極的な受診を促進する。

・計画期間中、パンフレット等を活用し、女性の健康管
理の重要性について周知を図った。

・パートタイム労働法の趣旨に関して、広報誌を活用し
周知を図った。

指標６
a
「おもてなし向上セミナー」及び
「おもてなし出前講座」の実施

観光関連事業者、観光ボランティアを含む全ての
市民を対象とした「おもてなし向上セミナー」を
開催する。

・H22年度までは目標値を達成できなかったものの多く
の市民の参加を得られていたが、H23年度は出前講座の
みの実施により参加者数が減少した。H24年度は事業の
見直しを行い、セミナー自体が実施されなかった。

※参加者数
　H20年度：150人、H21年度：150人、H22年度：100人、
H23年度：14人、H24年度：0人

指標７
a
観光関連事業所や観光関連ボラン
ティア活動における女性の登用の促
進

観光振興における女性の感性の必要性を啓発する
ことにより、観光関連事業所における女性の登用
や観光関連ボランティア活動への女性の参加を促
す。
・観光ボランティアへの女性参画の促進

・計画期間を通して、各種観光事業における女性の登用
を促すとともに、情報誌において女性の紹介を実施した
が、H24年度は掲載回数が減少した。

※記事掲載回数
　H20年度：2回、H21年度：5回、H22年度：8回、H23年
度：7回、H24年度：1回

a
パートタイム労働者雇用環境改善事
業

パートタイム労働法の趣旨を各事業所に周知し、
パート労働者の雇用環境の整備と均衡の取れた待
遇を推進する。

おもてなし向上セミナーは実施しなかった。
・5月10、17、24日に喜多方を案内してみたい方のための観光セミ
ナーを実施　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（女
性７人・男性２人）

「きたかた観光ネットワーク新春号」にて、喜多方でも発見ハンサ
ムウーマン特集で３人の女性の方を紹介した。また、新たに観光コ
ンシェルジュとして4人の女性を登用した。

勤労者互助会の新規加入は8人中4人が女性会員であった。
※会員数　262人（内女性63人:割合24%）

【参考】平成24年度取組内容

会津喜多方商工会議所女性会、各商工会女性会の活動支援を通し
て、女性の就労環境の改善を図った。

女性経営者の経済的・社会的地位の向上のため、女性団体の組織強
化・ネットワーク作りを推進した。

農業普及所等と連携し、農業者へ家族経営協定の周知を行った。

各種講習会を開催。
農家民宿新規開業者研修
野菜ソムリエを活用した農泊・農業体験料理研修会

女性のためのグリーン・ツーリズムモニターツアー実施
受入地域交流会の実施
各地区インバウンドの受入

各地区公民館や関係各課の要請を受け、料理講習会、食育研修会等
を実施した。

会津喜多方商工会議所女性会、きたかた商工会女性部の活動支援を
通して、健康管理の重要性を深く認識してもらった。

パートタイム労働法の趣旨を広報紙等を活用し、各事業所に周知を
図る。

女性が持つ能力を発揮できる職場環境の整備促進
を図る。
多様な就労形態が取れるよう、労働・就業環境の
整備を図るため情報提供をすすめる。
喜多方市勤労者互助会への加入促進を図り、未組
織労働者の福利厚生事業を支援する。

a
労働・就業環境の整備促進事業
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資料１

20 21 22 23 24

2 2
3

(再4)
3

(再4)
3

(再4)

4 4 3 8 8

200% 200% 75% 200% 200%

新規
2

3 4 5 6

0 0 0 0 0

0% 0% 0% 0% 0%

205 210 215 220 225

181 177 162 162 152

88% 84% 75% 74% 68%

12 14 16 17 18

12 14 14 4 5

100% 100% 88% 24% 28%

新規
1

1 2 2 3

1 1 3 3 3

100% 100% 150% 150% 100%

200 200 200 200 200

150 150 100 14 0

75% 75% 50% 7% 0%

新規
1

1
2

(再8）
2

(再8)
3

(再8)

2 5 8 7 1

200% 500% 100% 88% 13%

野菜ソムリエの資格を取得
した女性の数（人）

在宅ワーク・再就職セミ
ナー開催回数

在宅ワーク・再就職セミ
ナー等、再就職に向けた講
座の開催回数（回）

新規創業のための融資制度
を受ける女性起業家の利用
件数

市、県、国民生活金融公庫
における新規創業のための
融資制度を利用した女性起
業数（件）

各年度の達成率

各年度の達成率

おもてなし向上セミナー等
の新規受講者数

【指標の進捗状況】

グリーン・ツーリズム交流
人口

グリーン・ツーリズムで本
市を訪れた年間の人数（千
人）

商工会議所女性会及び商工
会女性会の会員数

会津喜多方商工会議所女性
会、塩川町商工会、熱塩加
納商工会、山都町商工会、
高郷商工会の各女性会会員
数（人）

　指標名 指標の説明

目標値（再：再設
定値）下段：実施値

上段：目標値（再：再設定値）

各年度の達成率

各年度の達成率

各年度の達成率

指標７
観光分野における広報きた
かた等への女性記事掲載回
数

広報きたかたや 観光ネッ
トワークに観光分野で活躍
する女性記事を掲載した回
数（回）

野菜ソムリエ資格取得者数

おもてなし向上セミナー及
びおもてなし出前講座の年
間新規受講者数（人）

各年度の達成率

各年度の達成率

指標４ 

指標５ 

指標６ 

指標１ 

指標２ 

指標３ 

12



資料１
進捗状況
（H24年度）

総　括
（H20～24年度）

　再就職支援として、在宅ワークセミナーを8回開催し、目標値を大きく上回った。
　勤労者互助会の新規加入は、8人中4人が女性会員であった。
　チャレンジ支援策としての新規創業のための資金融資制度・信用保証料補助制度は、男女とも利用はなかった。
　商工業に関係する女性団体の組織強化を図るため、女性同士のネットワーク作りを推進したが、新規会員数の減少や高齢化による脱会などを受け、商工会議所女性
会及び商工会女性会の会員数は152人となり、目標値に達しなかった。
　グリーン・ツーリズムの交流人口ついては、前年度の東日本大震災の影響で大幅な減少となったが、H24年度は5,000人となり、回復の兆しが見られた。
　野菜ソムリエについては、3人の有資格者が各種料理教室等を実施した。
　おもてなし向上セミナーについては、事業の見直しにより実施しなかった。
　広報誌への観光分野で活躍する女性の記事については、１回の掲載となり、目標値に達しなかった。
　その他、市広報やチラシ・パンフレットによる労働相談や育児介護休業制度等の情報提供、商工会議所・商工会の女性会への活動支援を通して、労働における男女
平等の意識づくり、女性の就労環境の改善への取組を行った。

　「在宅ワーク・再就職セミナー」については、H20年度と比較し、開催回数及び参加者数が大きく増加し、再就職に意欲を持つ女性等の技術向上が図られた。
　「新事業・起業支援事業」については、信用保証料の補助制度や融資制度を設け、市広報や市ホームページなどで情報提供をしたが、計画期間中男女とも利用はな
かった。
　「勤労者互助会」については、毎年女性が新規加入しており、労働福祉の向上が図られている。
会津喜多方商工会議所女性会、商工会女性会への活動支援を行ったが、新規会員数の減少や高齢化による脱退のため、全体の女性会員数は減少傾向にある。
　「グリーン・ツーリズムの交流人口」については、震災の影響のため、H23年度に交流人数が大幅に減少したが、H24年度に回復の兆しが見られた。
　「野菜ソムリエ」については、講習会・勉強会等を実施し、H20年度において1人であった取得者数が、H22年度には3人まで拡大するとともに、公民館の講座等への
派遣を通して野菜ソムリエの活用を図った。
　「おもてなし向上セミナー等」については、H22年度までは目標値を達成できなかったものの多くの市民の参加を得られていたが、H23年度は出前講座のみの実施に
より参加者数が減少した。H24年度は事業の見直しを行い、セミナー自体が実施されなかった。
　「観光分野における女性記事の掲載」については、計画期間を通して各種観光事業における女性の登用を促すとともに、情報誌において活躍する女性の紹介を実施
したが、H24年度は記事となる話題が少なく、掲載回数が減少した。
　その他、市広報やチラシ・パンフレットによる労働相談や育児介護休業制度等の情報提供や商工会議所・商工会の女性会への活動支援を通して、労働における男女
平等の意識づくり、女性の就労環境の改善への取組を行った。
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資料１

施策の指針　３　地域活動における男女共同参画の理解促進

基本施策 施策 担当課

①地域活動をとおしての
男女共同参画の推進

②ボランティア活動に
関する情報の提供

生活環境課
まちづくり課
各総合支所市民課

観光交流課

各総合支所産業課

　

企画政策課

各総合支所住民課

(3)人と自然に配慮した
環境づくりの推進

①環境美化活動におけ
る男女共同参画の推進

・コンクールへの参加は、応募者の固定化や天候不順等の理由
によりH22年度に大きく減少したが、回復傾向にある。

※応募件数
　H20年度：58件、H21年度：62件、H22年度：37件、H23年度：
43件、H24年度：52件

・計画期間を通して、ＮＰＯ法人に関する情報提供を行った
が、ＮＰＯ法人数はH21年度に増加して以降、ほぼ横ばいで
あった。

※ＮＰＯ法人数
　H20年度：13法人、H21年度：20法人、H22年度：20法人、H23
年度：21法人、H24年度：20法人

a
情報の提供

指標３
b
花植え活動

市民による清掃活動において、男女がともに参加協力
する取り組みを推進する。

花いっぱい運動を推進し、男女が共に協力し自分たち
の住む地域を美しくすると共に、花や木を育てる中で
慈しむ心を養い、思いやりの心を育てることを目的と
して実施する。

a
清掃活動

市が設置した喜多方市ボランティア活動支援センター
の機能を充実させ、男女がともにボランティア活動に
参加しやすい環境を整備する。
市主催のイベントにおいても、市民がボランティアと
して参画できるよう促進する。

・計画期間を通して、ボランティア支援センターの事業費補助
やボランティア活動の情報提供を行い、市民のボランティア活
動への参画促進を図った。

花とみどりのまちづくり推進会議の事業として、
花いっぱいコンクール、花づくり支援事業、フラ
ワーマップ作成。
・サポート協定を結んでいる団体６つに苗を提供
し、公園に植えた。

・計画期間を通して、毎年恒例となっている旧市内一斉清掃の
実施や地域、団体等が行う清掃活動の支援（ゴミ袋の提供や回
収作業）を実施した。

地域、団体等で実施する清掃活動に対して、ゴミ
袋の提供や収集運搬業務の支援。
・旧市内の一斉清掃（4月、7月、11月）の実施
・市内の企業、団体等による清掃活動の支援（ゴ
ミ袋提供、回収）
・都市公園等を清掃してくれる行政区や団体とサ
ポート協定を結び、ゴミ袋や用具を支援した。
（まちづくり課）

目標Ⅱ　男女は
わたしたち

、ともに築きます　～いきいきとした家庭･職場･地域

②まちぐるみの男女共
同参画社会づくりへの
支援

①ボランティア活動へ
の支援

(2)ボランティア活動の
推進

指標１
a
喜多方市ボランティア活動支援センター運営団体へ
の支援

市が設置した喜多方市ボランティア活動支援センター
の機能を充実させ、男女がともにボランティア活動に
参加しやすい環境を整備する。

・ボランティア活動支援センターの事業費を補助し、ボラン
ティア活動を推進したが、会員数は団体、個人ともにほぼ横ば
いであり、H23年度以降目標値に達しなかった。

※団体会員数（個人会員数）
　H20年度：7団体（74人）、H21年度：7団体（79人）、H22年
度：8団体（80人）、H23年度：8団体（80人）、H24年度：8団
体（74人）

指標２
b
ＮＰＯ法人等市民活動に対する支援

ＮＰＯ活動に関する情報提供や相談等の支援に努め、
ＮＰＯ法人の組織化を支援するとともに、ＮＰＯ法人
がまちづくりに積極的に参画できる環境を整備する。

事業名 事業内容 進捗状況

b
ふるさと創生事業による支援

住民が自ら考え、自ら実践する地域活動において、男
女共同参画の促進を支援するため、ふるさと創生事業
により補助金を交付する。

・計画期間を通して制度を実施し、交付件数については年々増
加傾向にある。

※交付件数
　H20年度：14件、H21年度：12件、H22年度：12件、H23年度：
15件、H24年度：25件

(1)地域活動をとおして
の男女共同参画の推進

防犯活動、運動会、廃品回収など各種地域活動に男女
が積極的に参画する意識を醸成し、地域における男女
共同参画の推進を図る。

・計画期間を通して、地域活動を支援する補助金等の情報提供
を行い、地域における男女共同参画の推進を図った。

a
男女共同参画推進員の養成

《再掲》 Ⅰ-1-（1）-①-b 再掲

各種地域活動において活用可能な補助金情報を市
広報及びホームページに掲載し、広く周知を図っ
た。

再掲　Ⅰ-1-（1）-①-b

a
地域活動への参加促進

【参考】平成24年度取組内容

ふるさと創生事業補助金
・平成24年度実績　25件　3,951千円

喜多方市ボランティア活動支援センターを管理・
運営するＮＰＯ法人喜多方市民活動サポートネッ
トワークに対し事業費補助金を交付。

ＮＰＯに関する情報提供を行ったほか、市民活動
と行政のかかわり方等について検討を行った。

喜多方市ボランティア活動支援センターを管理・
運営する喜多方市民活動サポートネットワークに
対し事業費補助金を交付し支援。
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資料１

20 21 22 23 24

喜多方市ボランティア活
動支援センター運営団体
の団体会員、個人会員数

6

50

8

60

10

70
(再90)

12

80
(再100)

14

90
(再110)

(上段：団体会員数、下
段：個人会員数)

7

74

7

79

8

80

8

80

8

74
117%

148%

88%

132%

80%

89%

67%

80%

57%

67%

11 13
14

（再21）
15

(再22）
16

(再23)

13 20 20 21 20

118% 154% 95% 95% 87%

80 95 110 125 140

58 62 37 43 52

73% 65% 34% 34% 37%

 

進捗状況
（H24年度）

総　括
（H20～24年
度）

市内ＮＰＯ法人組織数
市内で活動しているＮ
ＰＯ法人の組織数（法
人）

【指標の進捗状況】

　指標名 指標の説明 下段：実施値
上段：目標値（再：再設定値）

各年度の達成率

各年度の達成率

喜多方市ボランティア活
動支援センター運営団体
の団体会員、個人会員数

各年度の達成率

花いっぱいコンクール参
加件数

花いっぱいコンクール
に応募された年間の件
数（件）

　喜多方市ボランティア活動支援センターを管理・運営するＮＰＯ法人喜多方市民活動サポートネットワークの会員数については、団体会員が8団体、個人会員が74人とな
り、団体・個人ともに新規の入会が無く、また個人では脱退があったため、前年度より減少するとともに目標値には達しなかった。
　市内ＮＰＯ法人組織数については、20法人となり、前年度より減少するとともに目標値には達しなかった。
　花いっぱいコンクール参加件数については、52件であり、目標値に達しなかったものの、前年度より増加した。
　その他、地域活動を支援する補助金等の情報提供を行い、地域における男女共同参画の推進を図るとともに、ボランティア活動の情報提供を行い、市民のボランティア活動
への参加促進を図った。

　喜多方市ボランティア活動支援センターを管理・運営する「ＮＰＯ法人喜多方市民活動サポートネットワークの会員数」については、団体、個人ともにほぼ横ばいであり、
H23年度以降目標値に達しなかった。しかし、様々な事業においてボランティアとして多くの市民の参加があることから、ボランティア意識の向上が図られている。
　「市内ＮＰＯ法人組織数」については、計画期間を通して、ＮＰＯ法人に関する情報提供を行ったが、ＮＰＯ法人数はH21年度に増加して以降、ほぼ横ばいであった。
　「花いっぱいコンクール参加件数」については、応募者の固定化や天候不順等の理由によりH22年度に大きく減少したが、回復傾向にある。
　その他、地域活動を支援する補助金等の情報提供を行い、地域における男女共同参画の推進を図るとともに、ボランティア活動の情報提供を行い、市民のボランティア活動
への参加促進を図った。

指標１ 

指標２ 

指標３ 
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資料１

施策の指針　４　国際的視野の拡大と交流の推進

基本施策 施策 担当課

(1)平和への貢献と国際理
解の推進

①国際的規範の受け入れと広
報周知

　 ②平和や命の大切さを尊ぶ心
の醸成

　 ③国際交流、国際理解の推
進

(2)環境保全への積極的な
参加促進

①グローバルな問題に対する
女性の参画の促進

②自然環境と生活環境の確保
のための取り組みの推進

　

20 21 22 23 24

125 150 175 200 225

110 107 163 82 175

88% 71% 93% 41% 78%

企画政策課

各総合支所住民課

生活環境課

各総合支所住民課

・計画期間を通して、ゴミの不法投棄及びポイ
捨て等の防止活動を定期的に実施した。
・女性の不法投棄等防止推進員は増加傾向にあ
る。
※女性推進委員委嘱数
　H20年度：8人、H21年度：21人、H22年度：13
人、H23年度：18人、H24年度：18人

目標Ⅱ　男女は
わたしたち

、ともに築きます　～いきいきとした家庭･職場･地域

【指標の進捗状況】

　指標名 指標の説明

a
地域循環型社会の形成

環境保全活動等のグローバルな課題は、今後
一層重要性が増すものと考えられ、環境分野
における男女共同参画の促進を図る。
一般家庭から排出される廃棄物及び資源物を
適正に分別し、ゴミの減量化と再資源化を図
り、循環型社会の形成を促進する。

a
「非核平和のまち」宣言関連事業の
推進

「非核平和のまち」宣言に基づき、平和や命
の大切さを尊ぶ意識を醸成するため関係機関
と連携して事業を展開する。

・作文・習字コンクールへの応募はH23年度ま
では増加傾向にあったが、H24年度は減少し
た。

※応募点数
（習字）H21年度：216点、H22年度：727点、
H23年度：785点、H24年度：647点
（作文）H21年度：28点、H22年度：17点、H23
年度：76点、H24年度：27点

指標１
a
国際交流推進事業

国際交流を推進し、市民レベルでの国際理解
を深める機会の充実を図る。

・各種国際交流事業を主催する国際交流協会を
支援した。H23年度に事業数の減少などを受
け、参加人数が減少したものの、H24年度に回
復した。

※国際交流事業参加者数
　H20年度：110人、H21年度：107人、H22年
度：163人、H23年度：82人、H24年度：175人

進捗状況事業名

ゴミの分別や減量、リサイクル推進のため、廃棄物減量等
推進員を委嘱し、環境衛生及びゴミの減量化の推進を図っ
た。
・平成24年度　229人（女性は35人）

事業内容

a
男女共同参画に関する情報の提供

《再掲》　Ⅰ－1－(1)－②－a 再掲

【参考】平成24年度取組内容

再掲　《再掲》　Ⅰ－1－(1)－②－a

第4回「非核平和のまち宣言」記念作文・習字コンクールを
開催。習字647点、作文27点の応募があった。
10月22日表彰式を行った。

①会津国際交流協会事業
・ウィルソンビル市派遣・受入
　派遣18人（中学生16人　引率者1人）
　受入11人（高校生10人　引率者1人）
・日本語教室(春・秋　各全10回)　41人
・国際理解講座　20人
・韓国語講座　　6人
・料理教室　　　15人
②山都町国際交流協会事業
・交流会　　13人
・料理教室　17人
・国際理解講座　34人

不法投棄等防止推進員を委嘱し不法投棄のポイ捨て防止の
指導を実施。
・平成24年度　272人（女性は18人）
市民による清掃活動を実施。
・平成24年度　3回

・計画期間を通して、ゴミの減量化に努めると
ともに、生活環境の保全、公衆衛生の向上に努
めた。
・女性登用は増加傾向にあり、環境分野におけ
る男女共同参画が促進した。
※女性推進委員委嘱数
　H20年度：22人、H21年度：25人、H22年度：
33人、H23年度：32人、H24年度：35人

a
環境美化の促進

自然と共生する美しく快適なまちづくりを男
女がともに推進する。
ごみのポイ捨てや犬のふんの放置、電化製品
等の不法投棄の防止に努め、市内一斉清掃を
実施することにより、美しいまちづくりを推
進する。

各年度の達成率

国際交流事業参加者数
【総合計画】

各種国際交流事業への参加者
数（人）
ウィルソンビル受入・派遣
中国宝鶏市交流
高郷町－韓国新上中学校交流
山都町国際交流協会－国際理
解講座

上段：目標値
下段：実施値

指標１ 
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資料１
進捗状況
（H24年度）

総　括
（H20～24年度）

　平和意識の推進のための取組として「非核平和のまち宣言」記念作文・習字コンクールを開催し、習字647点、作文27点の応募があった。
　国際理解の推進に関しては、各種国際交流事業への参加者数は175人で、目標値には達しなかったものの前年度から大きく増加した。
　環境保全の分野に関しては、女性の廃棄物減量等推進員は35人となり、前年度より増加し、また、女性の不法投棄等防止推進員は18人であった。
　その他、ゴミの不法投棄及びポイ捨て等の防止活動を定期的に実施するとともに、ゴミの減量化、生活環境の保全、公衆衛生の向上に努めた。

　「非核平和のまち宣言」記念作文・習字コンクールへの応募は、H23年度までは増加傾向にあったが、H24年度は減少した。
　「国際交流事業への参加者数」については、H23年度に事業数の減少などを受け、参加人数が減少したものの、H24年度に回復した。
　環境保全の分野に関しては、女性の廃棄物減量等推進員及び不法投棄等防止推進員は増加傾向にあり、環境分野における男女共同参画が促進した。
　その他、ゴミの不法投棄及びポイ捨て等の防止活動を定期的に実施するとともに、ゴミの減量化、生活環境の保全、公衆衛生の向上に努めた。
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資料１

施策の指針　１　様々な意思決定過程への男女共同参画の拡大

基本施策 施策 担当課

①審議会等への女性の参画の
推進

全庁

②方針決定過程への男女共同
参画の拡大

総務課

各総合支所住民課

商工課

各総合支所産業課

②行政における女性職員の
能力開発・職域拡大

③行政における女性の管理
職への登用の推進

①市政に関する情報の提供

②パブリック・コメントの推
進

③情報公開制度の推進

　

企画政策課

各総合支所住民課

総務課

各総合支所住民課

全庁

a
情報公開制度の推進

(4)市政への関心を高める
ための広報活動

情報公開制度の周知について広報きたかたに掲載する
とともに前年度の実施状況を公表した。

・平成24年度8件（平成25年6月広報きたかた掲載）

・H22年度以降、企画政策課主催の男女共同参画関連講座への参加者数が減少
傾向にある。

※講座参加者数
　Ｈ20年度：170人、Ｈ21年度：203人、Ｈ22年度：37人、Ｈ23年度：17人、
Ｈ24年度：37人

・計画年度を通して目標値は達成できなかったものの、H22年度以降、研修参
加者数は増加傾向にある。

※研修参加者数
　Ｈ20年度：14人、Ｈ21年度：12人、Ｈ22年度：15人、Ｈ23年度：16人、Ｈ
24年度：19人

・計画期間を通して、広報誌等により周知を図った。

a
パブリック・コメントの推進

各担当課は、市民に影響を及ぼす事業につい
て、市民の意見を反映できるように努める。

・市が策定する各種計画（案）に対し、パブリックコメントを実施し、市民
の意見を反映できるよう努めた。

※実施件数
　H20年度：6件、H21年度：2件、H22年度：2件、H23年度：4件、H24年度：14
件

企画政策課主催による男女共同参画関連講座を３回開
催（実務教養研修として）

事業所、団体等で、能力に応じた女性管理職の登用を
促進するよう、広報紙等で周知を図る。

自治研修センター研修での参加
・女性職員の参加　延べ19人

民間企業主催の研修への参加
・女性職員の参加　4人。

東北自治研修所「中堅職員研修」への参加
・平成24年度0人（男性職員1人参加）
※24年度は男性の参加であったため実績なし。女性の
派遣は隔年で実施している

広報きたかた、ホームページ等の広報媒体により随時
情報提供を行った。
･財政状況、決算状況、健全化などをＨＰや広報により
公表。
・新本庁舎建設に係る実施設計内容等の公表

パブリックコメント（意見募集）の実施件数　14件。
それぞれに対する意見は無かった。

目標Ⅲ　男女は
わたしたち

、ともに参加します　～対等な立場で担う社会～

進捗状況

(1)行政の審議会等におけ
る女性委員の参画推進

(2)事業所・市民団体等に
おける女性の意思決定過程
への男女共同参画の拡大

①事業所等に対する女性の参
画の促進

事業名 事業内容

・毎年度公表し、各種審議会等への女性登用の促進を図った。

a
男女共同参画推進員の養成

a
方針決定過程への女性参画推進

審議会等における女性委員の割合を公表し、
市民生活の方針決定における男女共同参画の
必要性について関係団体や市民に理解を求め
る。
・審議会等における女性委員の割合を公表

指標１
a
審議会等への女性の参画の推進

各課において、審議会等の委員を選考する時
には喜多方市総合計画の目標値「委員数に占
める女性委員の割合を平成28年度までに40％
（平成23年度までに35％）とする」の達成を
図る。

・H23年度に女性委員の割合が低下し、H24年度には30％台に回復したものの
目標値には達しなかった。

※女性委員割合
　Ｈ20年度：22.6％、Ｈ21年度：29.3％、Ｈ22年度：32.9％、Ｈ23年度：
27.5％、Ｈ24年度：32.1％

《再掲》　Ⅰ-1-（１）-①-b 再掲

b
男女共同参画に関する情報提供

《再掲》　Ⅰ-1-（１）-②-a 再掲

【参考】平成24年度取組内容

本市における女性登用率の現状と目標値について公表
し、女性参画を促した。

各種委員会における女性登用率の目標数値及び実績に
ついてホームページに掲載した。

《再掲》　Ⅰ-1-（１）-①-b

《再掲》　Ⅰ-1-（１）-②-a

(3)女性の管理職への適正
な登用

①人材育成における男女平等
の推進

b
男女共同参画に関する情報提供

指標２
a
能力開発・職域拡大

幅広い職務に対応できる能力向上及び職員の
スキルアップのため各種研修会等へ積極的に
参加させる。

事業所、団体等において、能力に応じた女性
管理職の登用を促進するよう、周知を図る。

a
人材育成事業

喜多方市人材育成基本方針に基づく人材育成
の一環として、男女共同参画に関する職場内
研修の実施及び職員を職場別研修へ派遣する
ことにより、女性の能力が発揮できる環境づ
くりを図る。

市民から市の保有する公文書公開の請求が
あった時には、喜多方市情報公開条例に沿っ
て情報を開示し、市民の市政への参加のも
と、公正で民主的な市政の推進を図る。

・情報公開制度の周知と実施状況の公表

指標３
a
女性管理職の育成・登用

女性のキャリアアップ又は女性管理職を養成
するための各種研修会等へ職員を派遣し、職
員の資質向上を図り女性管理職の登用を推進
する。

・H20年度とH23年度に1人ずつ女性職員を派遣した。

※派遣人数
　H20年度：1人、H21年度：0人、H22年度：0人、H23年度：1人、H24年度：0
人

・広報誌を活用し制度の周知を図るとともに、毎年度実施状況を公表し、公
正で民主的な姿勢の推進を図った。

※実施件数
　H20年度：33件、H21年度：45件、H22年度：28件、H23年度：18件、H24年
度：8件

a
市政に関する情報提供 各担当課において審議会等の委員公募や市民

生活に関わりを持つ事業を実施する際には、
市政に対する関心を高めるために市民に分か
りやすく情報を提供する。

・計画期間を通して、市広報等により随時情報を提供した。
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資料１

20 21 22 23 24

25 28 31 35 36

22.6 29.3 32.9 27.5 32.1

90% 105% 106% 79% 89%

60 60
60

（再210）
60

（再210）
60

（再210）

170 203 52 17 37

283% 338% 25% 8% 18%

20 20 20 20 20

14 12 15 16 19

70% 60% 75% 80% 95%

2 1 2 1 2

1 0 0 1 0

50% 0% 0% 100% 0%

進捗状況
（H24年度）

総　括
（H20～24年度）

　市の審議会等における女性委員の割合は32.1%となり、前年度より増加したが、女性委員の割合が低い審議会等が多く目標値には達しなかった。
　職員の実務教養研修として位置づけた男女共同参画関連講座については、３回開催し、延べ37人の職員の参加があった。
　自治研修センターの研修については、延べ19人の女性職員の参加があった。
　東北自治研修所「中堅職員研修」への女性職員の参加はなかった。
　その他、事業所・団体等に対し、女性の管理職への適正な登用について、広報紙等を利用して能力に応じた登用促進を周知するとともに、市政への関心を高める取組とし
て、市政に関する情報を分かりやすく提供したほか、パブリックコメントや情報公開の実施状況の公表を行った。

　「市の審議会等における女性委員の割合」については、H23年度に低下し、H24年度には30％台に回復したものの依然として女性委員の割合が低い審議会等が多く、目標値に
は達しなかった。
　職員の実務教養研修として位置づけた男女共同参画関連講座への参加については、H22年度以降、講座数の減少などを受け参加者数が減少傾向にある。
　「ふくしま自治研修センターで実施される能力開発を目的とした研修会へ派遣した女性職員数」については、計画年度を通して目標値は達成できなかったものの、H22年度以
降、研修参加者数は増加傾向にある。
　東北自治研修所での中堅職員研修へ派遣した女性職員数については、H20年度とH23年度に1人ずつ女性職員を派遣した。
　その他、事業所・団体等に対し、女性の管理職への適正な登用について、広報紙等を利用して能力に応じた登用促進を周知するとともに、市政への関心を高める取組とし
て、市政に関する情報を分かりやすく提供したほか、パブリックコメントや情報公開の実施状況の公表を行った。

東北自治研修所で実施される
研修への女性職員派遣人数

東北自治研修所で中堅職員を
対象とするスキルアップを目
的とした研修会へ派遣した女
性職員数（人）

市の審議会等における女性委
員の割合
【総合計画】

本市が設置する各種審議会等
における女性委員の割合
（％）

ふくしま自治研修センターで
実施される研修への女性職員
派遣人数

ふくしま自治研修センターで
実施される能力開発を目的と
した研修会へ派遣した女性職
員数（人）

各年度の達成率

各年度の達成率

指標の説明

男女共同参画に関する職場内
研修参加者数

男女共同参画に関する市職員
の職場内研修会への参加者数
（人）

各年度の達成率

各年度の達成率

下段：実施値
上段：目標値

【指標の進捗状況】

　指標名

指標１ 

指標２ 

指標３ 

指標２ 
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資料１

施策の指針　２　女性のエンパワーメントの推進と自立促進

基本施策 施策 担当課

②チャレンジしやすい環境づ
くり

③女性団体への活動支援

①能力開発への支援

②再就職の支援

③在宅ワークの促進

　

20 21 22 23 24

340 360

380

(再:喜多方プラザ等
大規模施設以外の場

合200)

400

(再:喜多方プラザ等
大規模施設以外の場

合200)

420

(再:喜多方プラザ等
大規模施設以外の場

合200)

200
630

(180:450）
300

(50:250)
200

(50:150)
200

(65:135)

59% 175% 150% 100% 100%

新規
2

3 4 5 6

0 0 0 0 0

0% 0% 0% 0% 0%

2 2
3

(再4)
3

(再4)
3

(再4)

4 4 3 8 8

200% 200% 75% 200% 200%各年度の達成率

各年度の達成率

年度毎の達成率

在宅ワーク・再就職セミ
ナー開催回数

在宅ワーク・再就職セミ
ナー等、再就職に向けた講
座の開催回数（回）

喜多方市男女共生のつどい
参加者数

喜多方市男女共生のつどい
に参加した人数（人）

再掲《再掲》　Ⅰ-1-（１）-①-a

再掲

《再掲》　Ⅱ-2-（2）-③-a

企画政策課
(関係各課)

各総合支所住民課
(関係各課)

商工課

各総合支所産業課

目標Ⅲ　男女は
わたしたち

、ともに参加します　～対等な立場で担う社会～

(1)能力の開発・向上に向
けた取り組みの支援

①エンパワーメントのため
の教育・学習活動

(2)女性の就業支援、人材
育成

《再掲》　Ⅱ-2-（2）-③-a 再掲

・計画年度を通して、女性団体の「福島県男女共生のつどい」への参
加や、市男女共生のつどいの共催による開催を実施し、学習機会の充
実に努めた。

指標２
a
新事業・起業支援事業

《再掲》　Ⅱ-2-（3）-②-a

事業内容

a
女性のチャレンジ支援事業

a
再就職支援事業

ハローワーク等と連携し、女性の職域拡大や
職業能力の向上等のための情報提供を行う。
高齢者が持つ豊な知識と経験を活かし、また
生きがい活動と経済的自立に役立てることが
できる「シルバー人材センター」への加入を
促進し、併せてシルバー人材センター活動の
充実を図る。

b
男女共同参画推進関連事業

進捗状況

《再掲》　Ⅰ-1-（１）-①-a

指標１
a
男女共同参画に関する学習機会の提供

各課で所管する団体が実施する女性人材育成
に関するセミナー等を企画政策課で取りまと
め市民に周知、参加を促すことで女性のエン
パワーメントを図る。

・両事業ともに計画期間を通して開催され、市民への学習機会の提供
が図れたが、講座の参加人数は減少傾向にある。

※講座数（延べ参加人数）
　H20年度：4回（240人）、H21年度：5回（136人）、H22年度：3回
（44人）、H23年度：3回（41人）、H24年度：3回（64人）

事業名 【参考】平成24年度取組内容

男女共同参画推進員養成講座を3回開催
し、延64人の参加があった。

喜多方市男女共生のつどい実行委員会に
よる「喜多方市男女共同共生のつどい」
を共催した。

「チャレンジ相談」窓口を設置している福島
県男女共生センターや関係各課、関係機関と
連携し、意欲と能力を持つ女性が活躍できる
よう相談や講習会等の情報提供を行う。

a
学習機会の充実

各課から男女共同参画に関する情報を収集・
提供し学習機会の充実を図る。

・H23年度からセミナーの開催数が増加し、再就職に意欲を持つ女性等
の技術向上を促進した。
・計画期間を通してシルバー人材センターの業務の紹介や加入促進に
ついて情報発信を行い、会員拡大の促進を図った。

※セミナー開催数
　H20年度：4回、H21年度：4回、H22年度：3回、H23年度：8回、H24年
度：8回

・市ホームページの男女共同参画コーナーや広報誌への掲載、チラシ
配布により情報提供を図った。

市ホームページの男女共同参画コーナーにおい
て、相談窓口や講演会・講座等の情報提供を
図った

喜多方市男女共生のつどい実行委員会による
「喜多方市男女共同共生のつどい」を共催し
た。

《再掲》　Ⅱ-2-（3）-②-a

在宅ワークセミナーを８回開催し、女性の就労
意欲の向上を図った。また、シルバー人材セン
ターの業務内容を紹介し、会員拡大を図った。

新規創業のための融資制度
を受ける女性起業家の利用
件数

市、県、国民生活金融公庫
における新規創業のための
融資制度を利用した女性起
業数（件）

【指標の進捗状況）再掲

指標名

指標３
a
在宅ワーク・再就職セミナーの開催

下段：実施値（男性：女性）
上段：目標値（再：再設定値）

指標の説明

指標１ 

指標２ 

指標３ 

指標１

指標１

指標２

指標３
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資料１
進捗状況
（H24年度）

総　括
（H20～24年度）

　「喜多方市男女共生のつどい」を実行委員会と共催し、200人の参加があり、男女共同参画の学習機会の提供が図られた。また、男女共同参画に関する学習機会を提供
するため、男女共同参画推進員養成講座を3回開催し、延べ64人の参加があった。
　起業支援の取組については、融資制度・信用保証料補助制度のPRをしたが、男女とも利用はなかった。
　再就職支援事業として在宅ワークセミナーを8回開催し、女性の就労意欲の向上を図った。また、シルバー人材センターの業務内容を紹介し、会員拡大を図った。
　その他、男女共同参画推進関連事業や女性の起業、女性・高齢者の再就職支援に関する情報発信を行った。

　喜多方市男女共生のつどい及び男女共同参画推進員養成講座については、計画期間を通して開催し、市民への学習機会の提供を図ったが、つどいは毎年200人以上の参
加があり、目標をほぼ達成した一方、講座については情報の周知不足やマンネリ化などから、24年度にやや回復したものの減少傾向にある。
　「新事業・起業支援事業」については、信用保証料の補助制度や融資制度を設け、市広報や市ホームページなどで情報提供をしたが、計画期間中男女とも利用はな
かった。
　「在宅ワーク・再就職セミナー開催回数」については、H23年度から増加し、再就職に意欲を持つ女性等の技術向上を促進した。また、シルバー人材センターの業務内
容を紹介し、会員拡大を図った。
　その他、男女共同参画推進関連事業や女性の起業、女性・高齢者の再就職支援に関する情報発信を行った。
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資料１

施策の指針　１　生涯にわたっての健康な心とからだづくり

基本施策 施策 担当課

①すべての人にとっての健康
な心とからだづくりの推進

②心とからだの健康を維持す
るための相談･指導体制の充実

高齢福祉課

各総合支所住民課

生涯学習課
（公民館）

各総合支所教育課

②高齢者が安心して暮らせる
生活への支援

市民のだれもが、生涯にわたって豊かで健康
に過ごせるように、「自分の健康は自分でつ
くる」という健康意識を確立し、病気の予防
や健康づくり、そして障がいがあっても安心
して生活ができる地域保健活動を推進する。
・健康相談
・健康講演会（食育）

・介護予防に効果のある太極拳ゆったり体操の愛好者数は年々増
加しており、順調に進捗している。

※ゆったり体操愛好者数
　Ｈ20年度：500人、Ｈ21年度：600人、Ｈ22年度：835人、Ｈ23年
度：1,008人、Ｈ24年度：1,101人

指標１
a
太極拳ゆったり体操普及事業

高齢者相互の話し合いや学習を通し自らが生
きがいを見いだすとともに、長くなる老年期
に対処するための生活設計を立てる。

・計画期間を通して、市内各公民館において高齢者を対象とした
学級を開催し、生きがいづくりを図った。

※教室数（参加人数）
　H20年度：21教室（2,677人）、H21年度：16教室（3,317人）、
H22年度：15教室（3,689人）、H23年度：16教室（3,322人）、H24
年度：16教室（2,425人）

・生活習慣予防のための所内健康相談：60回
・総合健康相談（来所相談・電話相談）:男性535
人、女性637人
・市民健康福祉祭での健康相談：273件
・食育講演会（喜多方：男1人、女45人　熱塩加納：
男0人、女7人　塩川：男1人、女11人　山都：男0
人、女2人　高郷：男0人、女0人　計男2人、女65
人、総計67人）

目標Ⅳ　男女は
わたしたち

、ともに支えあいます　～安心なくらし～

(1)健康な心とからだづく
りのための相談・指導体制
の充実

(2)「高齢者の生涯現役」
を支援する体制の充実

①生きがい対策の促進

③高齢者が自立して生活でき
る体制の充実

a
在宅福祉サービス事業

高齢者が在宅で安心して暮らせるように支援
を行う。

・計画年度を通して、各種在宅福祉サービス事業を実施し、高齢
者が安心して暮らせるよう支援を図った。

本市が福島県立医科大学、会津保健所と協働
で2年をかけて開発した、「太極拳ゆったり体
操」を市民に普及することにより介護状態に
陥る方を減らし、高齢者が地域において自立
した生活を営めるようになることで、家族の
介護負担の軽減や介護への不安解消を図る。

・計画期間を通して、相談事業や講演会など各種保健活動を実施
し、病気の予防や健康づくりを図った。

※講演会参加人数
　H20年：387人、H21年：543人、H22年：308人、H23年：216人、
H24年：67人

a
高齢者生産活動センター、老人クラ
ブへの参加

高齢者の生きがいを高めるための生産活動や
社会参加を促し引きこもりを防止及び高齢者
相互の交流を深め健康の増進、教育の向上を
図る。

・計画期間を通して、高齢者の引きこもりを防止及び相互の交流
を促進した。

ｂ
生きがいづくりの支援

a
喜多方市保健事業

事業名 事業内容 進捗状況

a
こころの健康講演会

自殺死亡率が会津保健所管内においても高水
準に位置しているため、自殺防止のための啓
発活動を継続的に行い心の健康について広く
市民に周知する。
・こころの健康講演会

・計画期間を通して、心の健康に関する講演会を実施した。

※講演会出席者数
　H20年度：150人、H21年度：314人、H22年度：176人、H23年度：
186人、H24年度：151人

【参考】平成24年度取組内容

「睡眠の健康を守ろう」という演題のもと、健康な
睡眠とは何か、睡眠の健康を守るためにはどうした
らよいか講演会を実施・出席者（男性21人　女性130
人）

○高齢者生産活動センター
　高齢者が今まで培った豊富な経験と技術を生かし
ながら、手芸、陶芸、押し花絵、わら工芸、園芸薬
草、菌茸、織物の7グループで生産活動を行い、ま
た、福祉施設等で陶芸教室等の指導を行い、生きが
いづくりを行った。
　手芸（週1回）、陶芸（週2回）、押し花絵（2週に
1回）、園芸（週2回）、織物（週1回）
○老人クラブ
　各種スポーツ活動、健康づくりや奉仕活動等を行
う、喜多方市老人クラブ連合会へ対し事業費補助金
を交付し支援。

高齢者の生きがいづくり、仲間づくり等を目的に各
種学級を開設
・中央公民館、各地区公民館において高齢者対象の
学級を開催
　実施学級数等　14館、16教室、合計135回
　延べ参加者数　　2,425人

高齢者が在宅で安心して暮らせるように支援を行っ
た。
【支援内容】
自立支援訪問介護サービス事業（延べ78人）、自立
支援デイサービス事業（延べ299人）、配食サービス
事業（15,487食）、緊急通報システム事業（356
人）、高齢者介護用品給付事業（延べ277人）、高齢
者福祉タクシー利用助成事業（40人）、訪問理美容
サービス事業（19人）、寝具洗濯乾燥消毒サービス
事業（13人）、高齢者にやさしい住まいづくり助成
事業（9人）、車いす同乗軽自動車貸出事業（24
人）、ひとり暮らし高齢者安全協力員事業（629人）
など

太極拳ゆったり体操の普及を市民の介護予防に寄与
する目的で実施した。太極拳ゆったり体操指導員及
びボランティアを育成し、各地区が主体となって取
組むゆったり体操教室などに派遣した。
【内容】
○太極拳ゆったり体操教室の実施（全40回）
○太極拳ゆったり体操指導員の派遣（63回※のべ）
○指導員養成講習会の実施（年10回）
○太極拳ゆったり体操地区支援事業（6地区）
○太極拳ゆったり体操ボランティアの育成（24人）

保健課

各総合支所住民課

高齢福祉課

各総合支所住民課
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資料１
基本施策 施策 担当課事業名 事業内容 進捗状況【参考】平成24年度取組内容

【指標の進捗状況）

20 21 22 23 24

450 600 750 900 1,050

500 600 835 1,008 1,101

111% 100% 111% 112% 105%

進捗状況
（H24年度）

総　括
（H20～24年度）

b
介護予防事業

介護予防に対する取り組みを高齢者自らが行
い、地域において自立した生活を営めるよう
支援する。

・計画期間を通して介護予防のための教室等を開催し、介護予防
の普及、実践の支援の一層の充実強化が図られている。

※健康教育の開催数（延べ参加人数）
　H20年度：206回（3,006人）、H21年度：205回（2,698人）、H22
年度：160回（3,268人）、H23年度：71回（2,334人）、H24年度：
355回（5,024人）

※健康相談開催数（延べ相談件数）
　H20年度：198回（1,384件）、H21年度：175回（1,348件）、H22
年度：226回（2,949件）、H23年度：128回（1,770件）、H24年
度：14回（245件）

保健課

各総合支所住民課

指標の説明指標名

a
「ご結婚されたお二人へ」のパンフ
レット配布

結婚を機会に、女性の身体的な特性への理解
や、出産や子育て等を含むライフプランを考
えるためのパンフレットを配布する。（平成
21年度をもって配布終了）

a
母子保健事業

平成21年度をもって配布終了

②母子保健事業の推進

①母性への理解と尊重 ・21年度に配布を終了となった。

※配布数
　H20年度：228件、H21年度：191件、H21年度：配付終了

b
マタニティーマークの普及

《再掲》　Ⅱ-1-（2）-②-j 再掲

妊娠・出産に関する安全確保のために、地域
及び関係機関に妊産婦に対しての理解を広
め、妊娠中であることを示すマタニティー
マークを普及し妊婦にやさしい環境づくりを
呼びかける。

・計画期間中、妊娠届出時に配布し妊婦にやさしい環境づくりを
図った。

※配布数
　H20年度：368件、H21年度：358件、H22年度：412件、H23年度：
270件、H24年度：370件

健やかな妊娠・出産・育児をとおして母性・
父性がはぐくまれ、親子がよりよい生活を送
ることができるよう支援する。

マタニティマークの配布
妊娠届出時配布　370人

(2)「高齢者の生涯現役」
を支援する体制の充実

③高齢者が自立して生活でき
る体制の充実

国民健康保険被保険者である妊産婦の医療費
一部負担金を無料とする
・妊産婦医療費一部負担金の無料化

いきいき高齢者のための一次予防事業として、
「知っ得!?元気の秘けつ教室」、「足腰元気教
室」、「太極拳ゆったり体操福祉センター教室」、
を実施した。また、虚弱高齢者のための二次予防事
業「おたっしゃ教室」を実施した。
○知っ得!?元気の秘けつ教室：32回　延べ697人
○足腰元気教室：81回　1,862人
○太極拳ゆったり体操福祉センター教室：40回　延
べ1,580人
　
○おたっしゃ教室：５種類の教室　延べ640人

・国民健康保険被保険者である妊産婦の医療費一部負担金を無料
とすることで、妊産婦の負担軽減を図った。

下段：実施値
上段：目標値

ｃ
乳幼児医療費助成事業

・計画期間を通して各種母子保健事業を実施し、親子がよりよい
生活を送ることができるよう支援した。

(3)母性の保護と母子保健
事業の推進

高齢福祉課

各総合支所住民課

下記の事業に参加した母・父に対し、母性・父性意
識の向上を促し母子の健康管理や父親の育児参加の
重要性について啓発を行った。
母子健康手帳交付　370人　各種健康診査89回　離乳
食教室12回　健診事後教室12回　所内相談会　66回
虐待予防検討会12回　思春期保健講座７回　訪問
732人

平成24年度実績
助成件数403件
助成金額額5,181千円

再掲　Ⅱ-1-（2）-②-j

　健康な心とからだづくりのための講演会や健康相談事業を行い、多数の市民の参加があった。
　高齢者の生きがいづくり、仲間づくり等を目的に各種学級を開設し、延べ2,425人の参加があった。
　市民の介護予防に寄与するため、太極拳ゆったり体操指導員及び太極拳ゆったり体操ボランティアを育成し、各地区が主体となって取り組む「太極拳ゆったり体操教
室」などに派遣した。「太極拳ゆったり体操愛好者数」は、1101人となり、前年度より増加した。
　また、介護予防の一環として各種健康教室を開催し、延べ5,024人の参加があった。
　その他、母子保健事業においては、健やかな妊娠・出産・育児を通した母性・父性の育成とより良い親子生活への支援を実施した。

　計画期間を通して、心の健康に関する講演会や相談事業、各種保健活動を実施し、病気の予防や健康づくりを図った。
　介護予防に効果のある「太極拳ゆったり体操の愛好者数」は年々増加しており、順調に進捗している。
　「介護予防事業」については、計画期間を通して介護予防のための教室等を開催し、介護予防の普及、実践の支援の一層の充実強化が図られている。
　その他、母子保健事業においては、健やかな妊娠・出産・育児を通した母性・父性の育成とより良い親子生活への支援を実施した。

各年度の達成率

太極拳ゆったり体操愛好者数

太極拳ゆったり体操教室受講
者、太極拳ゆったり体操サ
ポーター講習会等の受講者及
び指導者数（人）

ｂ
妊産婦医療費給付事業

指標１ 
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資料１

施策の指針　２　すべての人が安心して暮らせる社会の実現

基本施策 施策 担当課

社会福祉課

各総合支所住民課

保健課

各総合支所住民課

社会福祉課

各総合支所住民課

②障がいのある人が安心して
暮らせる生活への支援

保健課

各総合支所住民課

社会福祉課

各総合支所住民課

ひとり親家庭の生活の安定と健康の保持を図
るため、ひとり親家庭の親及び児童並びに父
母のいない児童に対し医療費を助成する。

・計画期間を通して医療費の一部を助成し、ひとり親家庭の経済的
支援を図った。

※受給者数
　H20年度：650人、H21年度：1,112人、H22年度：1,162人、H23年
度：1,182人、H24年度：1,173人

・計画期間を通して手当を支給し、ひとり親家庭の経済的支援を
図った。

※受給者数
　H20年度：442人、H21年度：441人、H22年度：479人、H23年度：
517人、H24年度：487人

　ひとり親家庭の生活の安定と自立を支援す
るため、父又は母と生計を同じくしていない
児童等を養育している者へ手当を支給する。

(2)ひとり親家庭の生活の
充実への支援

①公的支援の充実 a
母子寡婦福祉資金貸付事業

c
児童扶養手当支給事業

b
ひとり親家庭医療費助成事業

・利用件数や金額に差はあるが、毎年利用があった。

※貸付件数
　H20年度：12件、H21年度：16件、H22年度：13件、H23年度：19
件、H24年度：7件

b
精神保健事業

精神障がいについての正しい知識を普及し、
精神障がい者本人の社会復帰及びその自立と
家族支援、社会活動への参加に対する市民の
関心と理解を深めていく。

・計画期間を通し、各種精神保健事業を実施し、精神障がいについ
ての理解の促進を図った。

※地域デイケアの開催数（延べ参加人数）
　H20年度：20回（207人）、H21年度：20回（延べ166人）、H22年
度：19回（218人）、H23年度：19回（211人）、H24年度：13回
（105人）

※訪問事業の開催数（延べ人数）
　H20年度：49件（114人）、H21年度：38件（74人）、H22年度：39
件（83人）、H23年度：49件（116人）、H24年度：56件（160人）

※電話相談件数（延べ人数）
　H20年度：33件（166人）、H21年度：32件（91人）、H22年度：48
件（116件）、H23年度：59件（138人）、H24年度：63件（203人）

c
障がい者福祉援護事業

ユニバーサルデザインの視点に立った生活基
盤を整備するためオストメイト(人工肛門、人
工膀胱造設者)対応トイレを設置する。

・H20年度には市役所本庁舎Ｂ棟、H21年度には西四ツ谷観光駐車場
など市の施設に設置するとともに、市内設置箇所等の情報提供を
し、周知を図った。

■精神保健福祉協会喜多方支部と市の共催で下記①
②の事業を行った。
①「喜多方市民精神保健講座」参加　46人
　　講座内容
　　・現代、心模様について
　　・ストレス対処法について
　　・地域で生きる
②「精神保健福祉ボランティア養成講座」参加 20人
　　講座内容
　　・精神障がいを正しく理解しよう
　　・よいコミュニケーションを身につけよう
　　※その他ディスカッションを行った。
■「喜多方市精神保健福祉連絡会」を開催し、機関
の役割の理解と連携強化、個別支援の技術構築、情
報交換や課題検討を行った。2回開催

母子寡婦福祉資金貸付事業
・申請件数　7件
　　(修学資金3件、就学支度資金3件、修業資金1件)
・申請金額　5,950,000円

母子家庭又は寡婦の経済的自立の助成と生活
意欲の向上のため各種資金を貸付ける。

ひとり親家庭の親とその児童(18歳未満)の医療費に
ついて月額1,000円を超えた金額を助成
・受給者数　1,173人
・支給額　　10,249,838円

ひとり親家庭の経済的支援として全部支給の場合月
額41,430円を支給し生活の安定と自立を支援。
・受給者数　487人
・支給額　  215,557,010円

・計画期間を通して各種地域活動支援事業を実施し、障がい者の自
立及び社会参画の促進を図った。

※実施事業数
　H20年度：10項目、H21年度：10項目、H22年度：10項目、H23年
度：14項目、H24年度：13項目

目標Ⅳ　男女は
わたしたち

、ともに支えあいます　～安心なくらし～

事業名 事業内容 進捗状況

(1)障がいのある人の生活
安定と社会参加の支援

①ノーマライゼーションの意
識づくり

a
精神保健事業

精神障がいについての正しい知識を普及し、
精神障がい者本人の社会復帰及びその自立と
家族支援、社会活動への参加に対する市民の
関心と理解を深めていく。

・計画期間を通して各種講演会を実施するとともに、精神福祉ボラ
ンティア養成講座を開催し、意識啓発を図った。

【参考】平成24年度取組内容

地域活動支援事業等１３項目の事業を実施
・事業費　44,266千円

いいとよの会（地域デイケア）
・13回開催、延べ105人（男性84人、女性21人）
訪問事業
・56件　延べ　160人（男性68人、女性92人）
電話相談
・63件　延べ　203人（男性87人、女性116人）
・自殺予防啓発パンフレット全戸配布　17,946枚

市役所庁舎にあるオストメイト対応トイレ内外に、
操作方法及び市内設置箇所の周知文書を掲示し情報
提供を行った。

a
地域生活支援事業

障がい者が地域で自立した社会生活が送れる
ように地域の特性や障がい者の状況に応じた
柔軟な事業を実施する。また障がいの有無に
かかわらず個性を尊重し安心して暮らすこと
のできる地域社会の実現を図る。
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資料１
基本施策 施策 担当課事業名 事業内容 進捗状況【参考】平成24年度取組内容

全庁

　 　

進捗状況
（H24年度）

総　括
（H20～24年度）

　障がい者本人の社会復帰や自立、その家族への支援、市民の理解促進を図るため、相談事業や生活サポート事業といった地域生活支援事業を実施した。
　精神障がい者に対しては、「いいとよの会」（地域デイケア）を13回開催し、延べ105人の参加があったほか、精神保健福祉協会喜多方支部との共催により、喜多方
市民精神保健講座や精神保健福祉ボランティア養成講座を開催し、多数の市民の参加があった。
　ひとり親家庭に対しては、児童相談員及び女性相談員を各1人配置し、相談体制を充実させるとともに、医療費助成などの公的支援を行った。
　その他、公共施設の新設・改修等にあたり、ユニバーサルデザインに配慮したまちづくりを行った。

　障がい者本人の社会復帰や自立、その家族への支援、市民の理解促進を図るため、計画期間を通し、各種生活支援事業や精神保健事業を実施した。
　ひとり親家庭に対しては、計画期間を通して相談会や検討会を開催することで、保護を要する児童の早期発見、その適切な保護及びその家庭への適切な支援を図っ
た。
　その他、公共施設の新設・改修等にあたり、ユニバーサルデザインに配慮したまちづくりを行った。

社会福祉課

各総合支所住民課

再掲

b
ユニバーサルデザインに配慮したま
ちづくり

誰もが安心して暮らすことが出来る環境を整
備するため、ユニバーサルデザインに配慮し
たまちづくりを推進する。

・計画期間中、公共施設の新設・改修にあたりユニバーサルデザイ
ンに配慮した事業を実施した。

《再掲》　Ⅳ-2-（1）-①-c

家庭における児童養育指導、いじめ、不登校
などの諸問題の助言、解決に向け関係機関と
の連携を図りながら解決していくことによっ
て児童福祉の向上を図る。
要保護児童対策地域協議会を設置し、保護を
要する児童の早期発見、その適切な保護及び
その家庭への適切な支援を図る。

・計画期間を通して相談会や検討会を開催することで、保護を要す
る児童の早期発見、その適切な保護及びその家庭への適切な支援を
図った。

※巡回児童相談会開催数
　H20年度：5回、H21年度：6回、H22年度：6回、H23年度：6回、
H24年度：6回

※ケース検討会
　H20年度：40回、H21年度：40回、H22年度：12回、H23年度：24
回、H24年度：8回

配偶者のいない女子で現に児童を扶養してい
る方、寡婦を対象に相談を受け解決していく
ことにより母子及び寡婦の福祉向上を図る。

・女性相談員を配置し、相談事業等を通して、母子及び寡婦の福祉
向上を図った。

(3)障害のある人・高齢者
の視点が生きるまちづくり
の推進

①バリアフリーをめざしたま
ちづくりの推進

a
障がい者福祉援護事業

②相談体制の充実 a
児童相談員設置事業

b
女性相談員設置事業

(2)ひとり親家庭の生活の
充実への支援

《再掲》　Ⅳ-2-（1）-①-c

公共施設の新設・改修等にあたり、ユニバーサルデ
ザインに配慮して事業を実施し、環境の整備を推進
した。

児童相談員を1人を配置し、児童の養育等の相談事業
を実施
・事業費　1,485千円
相談件数　60件
・養護関係 23件　・保健関係  2件　・障がい関係
19件・非行関係  3件　・育成関係 10件・その他　3
件
巡回児童相談会の開催　6回
ケース検討会議の開催　8回

女性相談員を1人配置し、母子寡婦家庭の支援事業を
実施
・事業費　2,636千円
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資料１

施策の指針　３　男女間の暴力の根絶

基本施策 施策 【参考】平成24年度取組内容 担当課

女性相談員を１人配置し、DV等の相談事
業を実施
・事業費　2,636千円
・DVや人間関係に関する相談件数　40件

社会福祉課

各総合支所住民課

再掲　Ⅳ-3-（1）-①-ｂ 生活環境課

各総合支所住民課

②配偶者等からの暴力の防
止

ポスターの掲示・ちらしの配布
市内スーパー等の女子トイレ内にDV啓発
カードを継続して設置

企画政策課
社会福祉課
各総合支所住民課

③セクシュアル・ハラスメ
ントの防止

再掲　Ⅳ-3-（1）-①-a

①暴力行為からの安全の確
保

②自立支援の促進

　

進捗状況
（H24年度）

総　括
（H20～24年度）

　市内スーパー等の女性トイレ各所へＤＶ防止啓発カードを配置するなど、ドメスティック・バイオレンス及びセクシャル･ハラスメント防止のための広報を行うと
ともに、女性相談員を配置した相談事業や、人権擁護委員による相談会を実施し、男女間の暴力の根絶に向けた取組を行った。

　平成22年度より、市内スーパー等の女性トイレ各所へＤＶ防止啓発カードを配置するなど、ドメスティック・バイオレンス及びセクシャル･ハラスメント防止のた
めの広報を行うとともに、女性相談員を配置した相談事業や、人権擁護委員による相談会を実施し、男女間の暴力の根絶に向けた取組を行った。相談件数は増加傾
向にある。

社会福祉課

各総合支所住民課

(2)被害者の保護や自立支
援の促進

a
女性相談員設置事業

《再掲》　Ⅳ-3-（1）-①-a 再掲　Ⅳ-3-（1）-①-a 再掲

b
女性相談員設置事業

再掲

目標Ⅳ　男女は
わたしたち

、ともに支えあいます　～安心なくらし～

進捗状況

①女性に対する暴力に関す
る相談事業の充実

・計画期間通して女性相談員を配置し、相談事業を実施した。相談件数は、増加
傾向にある。

※相談件数
　Ｈ20年度：14件、Ｈ21年度：18件、Ｈ22年度：39件、Ｈ23年度：43件、Ｈ24年
度：40件

再掲

事業名 事業内容

(1)相談体制の充実 a
女性相談員設置事業

a
啓発事業

関係機関が開催する、DV及びセク
シュアル・ハラスメント防止のた
めの啓発事業に関する広報周知を
行う。

住民のDVやセクシュアル・ハラス
メント等の相談を受け、被害者を
支援し保護と自立支援を関係機関
と連携を図りながら対処してい
く。

《再掲》　Ⅳ-3-（1）-①-a

b
人権相談

市内人権擁護委員による相談会

・H22年度より市内スーパー等の女性トイレに啓発カード等を配置し、周知を
図った。
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